
資料 1

予算決算常任委員会提出資料

令和 2年度当初予算編成に向けての基本的な考え方

令和元年 10月



みえ累民力ビジョン・第三次行動計画（仮称） 政策体系・行政運営の取組

政 策 施 策 主担当部局

T f守るl ～命と暮f,［，の安全・一安，Uを実感で吉るために～ 一 一J T 二九、一 、 一ー一～ 一一一一υ一 一 九一一

1防災・減災、国土強靭化 111災害から地戚を守る自助・共助の推進 防災対策部

112妨災・減災対策を進める体制づくり 防災対策部
幸＝

113災害に強い県土づくり 県土整備部

2命を守る 121地場医療提供体制の確保 獲療保健部

122介護の基盤整備と人材の膏成確保 医療保健部

123がん対策の推進 霊療保健部

124健康づくりの推進 産療保健部

3支え合いの福祉社会 131地場福祉の推進 子ども・福祉部

132障がい者の自立と共生 子ども・福祉部

133児童虐待の防止と社会的養曹の推進 子ども・福祉部

4暮らしの安全を守る 141犯罪に強いまちづくり 警察本部

142交通事故ゼ口‘飲酒運転0 （ゼロ｝をめざす安全なまちづくり 環境生活部

143消費生活の安全の確保 環境生活部

一144 11'薬品等の安全ー安心の確保と動物量護の推進 際様保健部

145食の安全安心の確保 医療保健部

146感染症の予防と拡大防止対策の推進 医療保健部

147獣害対策の推進 農林水産部
5環境を守る 151環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり 環境生活部

152廃棄物総合対策の推進 環境生，舌部廃棄物対策局

153豊かな自然環境の保全と活用 農林水産部

154生活環境保全の確保 環境生活部

「富ljるJ ～人と地域の吾や希望を実感で吉るために～
-

II 
1人権の尊重とダイハーシァィ社会の推進 211人権が尊重される社会づくり 環境生活部

212あらゆる分野における女性活蹟とダイバーシティの推進 環境生活部

213喜文化共生社会づくり 環境生活部

2学びの充実 221 干どもの車来町曜となる『障か駐牢力・豊かな心・但やかな身体』の育成 教育委員会

222個性を生かし他者と協働して未来を創造するカの育成 教育委員会

223特別支援教育の推進 教育委員会

回4：詮で安心な学びの場づくり 教育委員会
←ー
225地域との協働と信頼される学校づくり 教育委員会

226地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関の売実 戦略企画部

同子：ぬ己記生涯学習の振興 環境生，舌部

3希望がかなう世子化対策の推進 231県民の皆さんと進める少子化対策 子どもー福祉部

232結婚・妊娠出産の支援 子ども曹福祉部

233子育て支援と幼児教育・保育の充実 子ども福祉部

4ニ重とこわか国体・ニ重とこわか大会の成 241競技スポーツの推進 地域連携部国体・全医障害者スポーツ大会局
功とレガシ を生かしたスポーツの推進

地i珪連携部国体・全国障害者スポーツ大会鼠242地域スポーツと障がい者スポ ツの推進

5地域の活力の向上 251南部地域の活性化 地域連携部南部地域活性化局一…252東紀州地域の活性化 地域連携部南部地域活性化局

253農山漁村の振興 農林水産部

254 Ii例主の促進 地域連携部

[25s市町との連携による地域活性化 地域連携部



Ill 「拓（ひら） <J ～強みを生かじた経済の躍動を実惑できるために～

1持続可能なもうかる農林水産業 311麗林水産業の多様なイノベーシ吉ンの促進とブランドカの向上 農林水産部

312農業の振興 農林水産部

313林業の振興と森林づくり 農林水産部

314水産業の振興 農林水産部

2強じんで多様な産業 321中小企業・小規模企業の振興 謹用経済部

322ものづくり産業の振興 雇用経済部

323 Society 5. 0時代の産業の創出 腫閉経済部

324戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進 庭用経済部

3世界のニ重、ニ重から世界へ 331世界から選ばれるニ重の観光 雇用経済部観光局

332三重の戦略的な営業活動 雇用経済部

333国際展開の按進 腫照経済部

4多様な人材が活躍できる雇用の推進 341次代を拐う若者の県内定着に向けた就労支援 雇用経済部

342多様な働吉方の推進 濯用経済部

5安心と活力を生み出す基盤 351道路網・港湾整備の推進 県土整備部

352安心を支え未来につなげる公共交通の充実 地域連携部

353安全で快適な住まいまちづくり 県土整備部

一 一354水資源の確保と土地の計画的な利用 地域連携部

施策の推進を支えるために：

行政運営 fみえ県民力ビジョン」の推進 戦略企画部

2 行財政改革の推進による県行政の畠立運営 総務部

3 行財政改革の推進による県財政の的確な運営 総務部

4 適正な会計事務の確保 出納馬

5 広聴広報の充実 戦略企画部

6 スマート自治体の推進 総務部

7 公共事業推進の支援 県土整備部
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＜施策＞ 言F

I f守るJ ～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～

1 防災・減災、国土強靭化

1 災害から地域を守る白劫・共助の推進 (11 1) 

2 防災・減災対策を進める体制づくり（ 1 1 2) 

3 災害に強い県土づくり（ 1 1 3) 
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2 命を守る

1 地域医療提供体制の確保 (12 1) 

2 介護の基盤整備と人材の育成・確保 (12 2) 

3 がん対策の推進（ 1 2 3) 

4 健康づくりの推進（ 1 2 4) 

. 1 4頁

1 8頁

・20頁

• 2 2頁

3 支え合いの福祉社会

1 地域福祉の推進 (13 1) 

2 障がい者の自立と共生（ 1 3 2) 

3 児章虐待の防止と社会的養育の推進 (13 3) 

. 2 6頁

・30頁

・34頁

4 暮らしの安全を守る

1 犯罪に強いまちづくり（ 1 4 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36 Ji{ 

2 交通事故ゼ口、飲酒運転0 （ゼロ）をめざす安全なまちづくり（ 142) 40実

3 消費生活の安全の確保 (14 3) 

4 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進 (14 4) 

5 食の安全・安心の篠保 (14 5) 

6 感染症の予防と拡大防止対策の推進（ 1 4 6) 

・42頁

・44頁

・46頁

・48頁

7 獣害対策の推進（ 1 4 7) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 50頁

5 環境を守る

1 環境への負荷が少ない持続可能な社会つ。くり（ 1 5 1) 

2 廃棄物総合対策の推進（ 1 5 2) 

3 豊かな自然環境の保全と活用（ 1 5 3) 

4 生活環境保全の確保（ 1 5 4) 
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立 「倉ljるJ ～人と地域の夢や希望を実感できるために～

1 人権の尊重Zとダイパーシティ社会の推進

1 人権が尊重される社会づくり（2 1 1) ・・・・・・・・・・・・・・ 60頁

2 あらゆる分野における女性活躍とダイバーシティの推進（212) ・・62頁

3 多文化共生社会づくり（2 1 3) ・・・・・・・・・・. . . . . . . 6 4頁

2 学びの充実

1 子どもの未来の礎となる「確かな学力・豊かな心・健やかな身体Jの育成

( 2 2 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66頁

2 個性を生かし他者と協働して未来を創造するカの育成（2 2 2) ・・・ 70頁

3 特別支援教育の推進（2 2 3) 

4 安全で安心な学びの場づくり（ 2 2 4) 

5 地域との協働と信頼される学校づくり（ 2 2 5) 

6 地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関の充実（ 2 2 6) 

7 文化と生涯学習の振興（2 2 7) 
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3 希望がかなう少子化対策の推進

1 1泉氏の皆さんと進める少子化対策（2 3 1) 

2 結婚・妊娠・出産の支援（2 3 2) 

3 子育て支援と幼児教育・保育の充実（2 3 3) 

• 8 6頁

・88頁

・90頁

4 三重とこわか際体・三重とこわか大会の成功とレガシーを生かしたスポーツの推進

1 競技スポーツの推進（2 4 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 94資

2 地域スポーツと障がい者スポーツの推進（2 4 2) ・・・・・・・・・ 96頁

5 地域の活力の向上

1 南部地域の活性化（2 5 1) 

2 東紀州地域の活性化（2 5 2) 

3 農山漁村の振興（ 2 5 3) 

4 移住の促進（ 2 5 4) 

5 市町との連携による地域活性化（2 5 5) 

・98頁

・10 0頁

. 1 0 2頁

・10 4頁

.. 1 0 6頁



III 「妬くJ ～強みを生かした経済の躍動を実感できるために～

1 持続可能なもうかる農林水産業

1 農林水産業の多様なイノベーションの促進とブランド力の向上（3 1 1) 

2 農業の振興（3 1 2) 

3 林業の振興と森林づくり（3 1 3) 

4 水産業の振興（3 1 4) 

2 強じんで多様な産業

1 中小企業・小規模企業の振興（ 3 2 1) 

2 ものづくり産業の振興（3 2 2) 

3 Society 5. 0時代の産業の創出（3 2 3) 

4 戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進（ 3 2 4) 

3 世界の三重、三重から世界へ

. 1 0 8貰

. 1 1 0頁

・11 2頁

. 1 1 6頁

. 1 1 8頁

・12 2頁

. 1 2 4頁

・12 8頁

1 世界から選ばれる三重の観光（ 3 3 1) ・・・・・・・・・・・・・ 13 0頁

2 三重の戦略的な営業活動（3 3 2) ・・・・・・・・・・・・・・・ 13 2頁

3 国際展開の推進（ 3 3 3) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 13 4頁

4 多様な人材が活躍できる康用の推進

1 次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援（ 3 4 1 ) 

2 多様な働き方の推進（ 3 4 2) 

5 安心と活力を生み出す基盤

1 道路網・港湾整備の推進（3 5 1) 

2 安全を支え未来につなげる公共交通の充実（ 3 5 2) 

3 安全で快適な住まいまちづくり（ 3 5 3) 

4 7）＼資源の確保と土地の計画的な利用（ 3 5 4) 

＜行政運営＞

｜施策の推進を支えるために

1 「みえ県民力ビジョンJの推進

2 行財政改革の推進による県行政の自立運営

3 行財政改革の推進による県財政の的確な運営

4 適正な会計事務の確保

5 広聴広報の充実 ・・

6 スマート自治体の推進

7 公共事業推進の支援 ・・・・・・・・・・・
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令和2年度当初予算編成に向けての基本的な考え方

＜施策＞
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施策 11 1 災害から地域を守る自助・共助の推進

［主担当部局．防災対策部｝

島義鰯議長；：泌総豪語義雄総重量主催繰i \w~＼i; ~i1i~~~！1]1 1r11m1 ~~~＇！ 1~~；， ~1 
県民の皆さんが呂頃から防災に関心を持って正しく理解し、災害に備えることで、適切な避難行動

をとることができるようになっているとともに、地域や学校、職場等で防災に関する取組が継続的に

行われています。

目標項目
の説明

2年度目標値

の考え方

の作成に取り組

んでいる市町数

（累計）

「妨災みえ jpj 

から防災情報等
を入手している
県民の割合

大雨等の際に避
難行動をとる県
民の割合

家庭や地域と連
携した防災の取
絡を実施してい
る学校の割合

耐震性のない木
造住宅の耐震改
修と除却の補劾
件数（累計）

過去1年間に地域’職場での防災活動に参加したことがある県民の割合（妨災に関する県民
意識調査）

2 



①近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や頻発する嵐水害に備えるため、「みえ防災・減災セン

ター」と連携し、「自助J「共助Jの活性化や環境づくりを支援する防災人材の育成をはじめ、県民

の防災意識の醸成、市町の支援などに取り組んできました。近年の災害等から得られた検証結果を F 

ふまえて、さまざまな防災関係機関、県民等が相互に連携して、引き続き、防災対策に取り組む必

星雲があります。

②災害時の県民の適切な避難行動を促進するために、わかりやすい情報提供に取り組んできたところ

です。今後も、避難を必要とする人が適切に避難を行えるよう、新たな情報提供ツ ルや手法など

も検討し、「共助」につながる活動も促進しながら、取組を進めていく必要があります。

③自然災害から子どもたちの命を守るため、学校における妨災教育を推進する必要があります。また、

子どもたちの発達段階に応じて地域の一員として行動できる力を育成することが求められています。

さらに、南海トラフ地震等の大規模災害の発生に備え、教職員の実践的な災害対応力の向上を図る

とともに、学校教育を速やかに復IBさせる体制を整えることが必要です。

④大規模災害発生時に、県内外からのボランテイアや専門性を有したNp O等が、円滑かつ効果的！こ

支援活動ができる環境を充実 強化していくことが必要です。

⑤住宅・建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行ってきました。引き続

き、住宅・建築物の耐震化や危君主な空き家対策等の取組を進め、地震災害などに対するまちの安全

性を確保する必要があります。

環境づくりを支援するみえ防災コーディネーヲーを育成するとともに、みえ防災人材バンクへの登

録を進め、防災活動に取り紹む地域等へ登録した人材の派遣を行います。また、県民のi坊災意識の

醸成lこつながるシンポジウムや研修会を開催するほか、みえ防災・滅災アーカイブを活用した普及

啓発に取り組みます。さらに、 fみえ防災減災センター」のハブ機能・シンク '.)zンク機能の充実を

図り、企業や市町・自主紡災組織等の活動支援を行います。

②企業の防災力の向上に向けて、「みえ妨災・減災センヲー」において、「みえ企業等防災ネットワー

クJを通じた企業関連携の促進や、企業Bc P等の策定につながる企業内研修の開催などを支援し

ます。

③地域の防災力の向上を図るため、これまでの地震 e 津波災害に、新たに風水害、土砂災害を追加し

た避難計画策定支援ツールを構築し、適切な避難行動や地区防災計画の策定を促進します。あわせ

て、「避難所運営マニュアルj策定に向けた取組等を支援します。

④頻発する風水害から住民の命を守るため、適切な避難行動につなげる「共助jの取組を総合的・ー

体的に実施しようとする市町を支援するとともに、南海トラフ地震対策等の充実・強化のための取

絡を促進します。また、県北部海抜ゼロメートル地帯における市町の避難対策を支援します。

⑤家族同士の呼びかけによる避難行動の促進や、県民の皆さん等から収集した情報を災害対策活動に

活用するため、 Al等を活用して「自助」「共助」の取組を促進する仕組みを構築します。また、 f防

災みえ JP」のホームペ ジやメールにより、気象情報や災害情報を提供するとともに、 SNS ( L 

IN E、ツイッター）で県民にわかりやすい表現で防災情報等を伝えるなど、防災情報プラットフ

オームの活用を図ります。

3 



｜｜教育委員会 II

⑥累内の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等に防災ノートを配布し、学校における防災教育

を推進します。また、防災ノ トの家庭への持ち帰りを促進し、保護者と話し合うことで、児童生

徒が理解を深めるとともに、家庭における防災の取組を進めます。

⑦家庭や地域と連携した体験型防災学習等の実施を支援するとともに、「みえ防災’減災センター」と

連携して、学校妨災リーダ一等教職員を対象とする防災研修を行い、教職員の防災にかかる資質の

向上を図ります。また、県内の中高生を東日本大震災の被災地に派遣して現地の方との交流や学習

を行い、災害時に地域で自ら行動できる妨災人材の育成に取り組みます。

③災害時の学校運営等についての専門知識と実践的な対応能力を備える教職員を育成し、災害時lこ学

校を支援するため、これら教職員により構成される f災害詩学校支援チーム（仮称）」を設置します。

また、民間団体・企業等と連携し、災害時の子どもの居場所の確保、学習支援や心のケア等に取り

組みます。

j環境生活部 l
⑨大規模災害時において県内外からの災害ボランティアを円滑に受け入れられるよう、みえ災害ボラ

ンテイア支援センターの運蛍に参薗します。また、「協働プラットフオ ム」構築のための実践的な

訓練等を通じ、市町・社会福祉協議会 ・NPO等と連携して受援体制の整備を図ります。

II県土整備部 1
⑬戸別訪問やさまざまな紡災イベン卜等の機会に、住宅所有者に木造住宅の耐震化を直接働きかける

とともに、設計者や施工者等に対して耐震化支援制度や適切な補強工法の普及を図ります。引き続

き、無料耐震診断や補強工事等に対する補助事業を実施し、木造住宅の耐震化を促進するとともに、

耐震性がない危険な空き家対策に取り組む市町に対する支援を行います。

⑪耐震改修促進法！こより耐震化を促進している不特定多数の者が利用する大規模建築物等については、

早期に耐震改修工事が完了するよう、また、第一次緊急輸送道路を閉塞するおそれのある沿道建築

物については、耐震診断および耐震改修工事等を実施するよう、引き続き、市田？と連携して所有者

等に必要な支援を行います。
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施策 1l 2 防災・減災対策を進める体制づくり

［主担当部局：防災対策部】

｜灘：錨鎖弱き謀議議議議；審議員議員総：：： ffix!J"1~v~f~~，＇~i 1~~［ ~2＋！！~1 
災害への備えから復旧・復興までの防災・減災対策の新たなステージへの進化に向けて、県、市町、

防災関係機関などのさまざまな主体が、それぞれの役割を果たすとともに、各機関の連携，協力体制

がより強化され、県民の皆さんの命と暮らしを守る災害に強い社会づくりが進んでいます。

三重 東 n方
災’減災対策行
動計箇Jにおけ
る「公助」を対
象とした行動
項目の進捗率

目標項毘
の説明

2年度目標値
の考え方

関と連携して継

続的に実施して

いる訓練等の回

数

業務継続計画
(BC P）を整

備する病院の割
A 
にヨ

消防団員の条例
定数の充足率

「三重県防災・滅災対策行動計画」における「公助Jを対象とした行動項目の進捗率の平均
値
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①東日本大震災や紀伊半島大水害、熊本地震といった大規模災害で明らかになった課題や教訓等をふ

まえて策定した各種の計画に基づき、地域の妨災・減災対策を推進してきました。近い将来に発生

が予想される南海トラフ地震や頻発する風水害等に備え、今後、計画の見直しも進め、災害対応に

携わる人材の育成等を含めた妨災且；戚災体制の強化を進める必要があります。

②「三重県広域受援計画」や「三重県版タイムライン」等の策定、それに基づく訓練の実施など、災

害詩に的確な対策を実践できるよう関、市町、防災関係機関等と連携して取組を進めてきました。

気候変動や妨災・滅災！こ関する技術革新等もふまえ、県民の生命・財産を守るため、さまざまな関

係機関との連携をさらに進め、災害対策活動体制の充実・強化に取り絡む必要があります。

③災害拠点病院における施設整備の支緩や、保健医療活動を支える人材の育成などに取り組んでいま

す。今後も引き続き、南海トラフ地震等の大規模災害発生時における保健医療体制iの充実・強化に

取り組んでいく必要があります。

④学校施設においては、屋内運動場等の天井等落下防止対策、ブロック塀等の撤去、猛暑に備えるた

めの空調整備などの防災・安全対策の取組を進めてきました。今後も、子どもたちが安全に安心し

て学校生活を送れるよう、学校施設の防災 安全対策を進めていく必要があります。

⑤消防団の入団促進や消防本部の連携強化に取り組んできたところですが、近年の大規模な災害の発

生により、消防に寄せられる県民の期待はますます大きくなっていることから、消防体制および消

防力のさらなる充実・強化に取り組んでいく必要があります。

また、高圧ガス等の保安の確保に向けた取紹を行っていますが、高圧力、ス施設等において事故が発

生していることから、高圧力、ス等の取扱事業者に対して保安検査および立入検査等を実施し、適正

な保安管理等の徹底を指導することにより、事業者の自主保安を推進し、産業保安の確保を図る必

要があります。

l紡災対策部 l
①三重県防災対策推進条例や三重県防災’減災対策行動計箇に基づく防災 減災対策の取組を進めて

おり、引き続き着実に取組の推進を図ります。また、前年度の取組状況をまとめた実績レポートを

作成し、的確な進捗管理を行います。さらに、県の業務の継続体制を定めた「三重県業務継続計画

（三重県BCP)Jについて、各部局における検証と見直しを行います。

②南海トラフ地震による津波を早期に検知し、県民に速やかな避難を促す緊急速報メールの発信や津

波到達待問等の情報把握を行う「DONE Tを活用した津波予測・伝達システムj を運用します。

③「三重県職員紡災人材育成指針（仮称）Jをふまえて作成する研修計画に基づき、災害（被災）イメ

ジカの向上等を図るための研修教材の作成、および役割や階層に応じた研修を実施し、県民とと

もに「妨災の日常化Jに取り組む職員の育成を図ります。

④災害対策活動体制について、国・県・市町・防災関係機関等が連携したさまざまな訓練等を還して、

充実・強化を図っていきます。

⑤地震、台風などの非常災寮時にも必要な通信を確保するため、防災通信ネットワークにおける設備

の適正な維持管理を行うとともに、地上系防災行政無線設備および有線系通信設備等について、よ

り信頼性の高い設備に更新する等の再整備を計画約に行います。

⑥震度情報の収集により、関係機関が地震対策の分析や地震発生時に迅速な災害対応等が行えるよう、

震度情報システムについて適正な維持管理を行うとともに、より信頼性の高い設備に更新する等の

再構築を行います。
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⑦市町において、避難所までの物資輸送、他県等から市町への応援職員やボランテイアの受け入れ等

が円滑に進むよう、「三重祭市IBT受援計画策定手引書Jを活用して、市町における受援体制の整備支

援を引き続き進めます。

③「三重県版タイムラインj を運用し、台風接近時の適切な災害対策活動を行うとともに、住民の適

切な避難行動につなげるため、 f市町担イムライン基本モデル」を活用して、全ての市町でタイムラ

インが策定されるよう支援していきます。

⑨物資の備蓄について、現物備蓄の適切な管理を行うとともに、地震等でライフラインが断絶した場

合でも、水・燃料等を使わずに授乳することができる乳児用液体ミルクをはじめとする発災初期！こ

必要な備蓄の確保のほか、食品アレルギーへの対応について、市町に働きかけます。また、民間事

業者の協力を得て行う流通備蓄の確保に向けて協定締結先の拡大などを進めます。

⑬広域防災拠点について、必要な点検のほか、適切な維持管理を行います。

⑪広域避難について、海抜ゼロメートル地帯対策の取組として、引き続き、桑員地域2市2町と連携

し、広域避難に係る訓練と検証を進めるとともに、「桑員地域広域避難タイムラインJ（仮称）の策

定を支援します。

⑫「南海トラフ地震臨時情報Jが発表された場合に備えて、市町と連携して、県民に対して、防災対

応の必要性を普及啓発するとともに、泉、市町、関係機関、企業、県民等がそれぞれ行うべき対策

を検討するなど、地域の防災対応力の充実・強化につなげます。

⑬有事への対応をより迅速かつ的確に行うため、三重県国民保護計画の所要の見直しを行うとともに、

計画に基づき、国、関係機関と連携した図上訓練を実施します。また、ホームページ等により県民

へわかりやすく情報提供していきます。

⑬減少傾向にある消防匝員を確保するため、市町および三重県消防協会と連携し、機能別消防団員制

度の導入及び女性消防団員加入促進の取組を誘導するとともに、幅広い層を対象に消防団員の裾野

を広げる取組を積極的に進め、消防団の充実 a強化を図ります。また、「三重県消防広域化及び連携・

協力に関する推進計画」に基づき、消防の広域化および連携‘協力の推進等に取り紹みます。

⑬高圧ガス等の産業保安については、適正な保安管浬等を徹底するため、引き続き保安検査、立入検

査等を実施するとともに、自主保安の推進を支援するための研修等を行います。また、「三重県石油，

コンビナート等防災計画」！こ基づき、コンビナー卜事業者の防災対策を促進します。

l医療保健部 l
⑬災害時においても全ての病院で必要な医療が提供できるよう、引き続き、 BCPの考え方に基づく

災害医療マニュアルの撃備促進と定着化を図ります。また、災害医療を支える人材育成を進めるた

め、災害医療コーディネーター研修等の内容を充実するとともに、 DMA Tの訓練への参加促進や、

災害看護研修を実施します。さらに、 DPA Tについては、研修会の開催やDMA T等との連携を

推進するとともに、災害拠点精神科病院を指定するなど、災害精神医療体制の強化を図ります。加

えて、災害薬事コ ディネーターの継続的な研修を行うなど、災害時の円滑な医薬品等の供給体制

の充実を図るとともに、 DHEA Tの体制強化のため、県職員が構成員となるための専門研修の受

講や、 DHとATを理解し、受援等を円滑化するための研修会を開催します。

l教育委員会 i
⑫県立学校施設の老朽化に伴う危険を防止するため、老朽化対策に計画的に取り組むとともに、猛暑

に備えるための空調整備を進めます。
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亡霊宝コ
⑬県警察では、大規模災害発生侍において、被害状況を早期に把握し、救助体制を確保するために必

要な装備資機材を配備します。また、救出救助等の災害警備活動を迅速かっ的確に実施するため、

各種防災計画等に関する果、市町等との協議・検討を進めるほか、装備資機材を活用した実戦約な

訓練を実施します。
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（町 3 ~~一一
【主担当部局県土整備部］

l~露厳重量級：厳重綿織l鵠誕議議議震：腎烹童話俗語霊··~慰霊司
自然災害からの被害を軽減させる「減災jの観点から、地域の実情をふまえた施設整備や適切な維

持管理が行われ、自然災害への対策が講じられている人家数が増加しています。また、県民の皆さん

の主体的な警戒避難に資する取組が進むとともに、災害発生時に対応できる緊急輸送道路等の機能確

保を図ることで、災害！こ対して安全・安心な県土づくりが進んでいます。

目標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

洪水浸水想定区

域図作成湾JIl数

（累計）

要配慮者利用施

設、避難所の保

全施設数（累計）

緊急輸送道路上

の橋梁の耐震補

強進捗率

河川、砂防、海岸、治山事業により自然災害から守られる人家数
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①平成30年7月豪雨など頻発・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から、県民の皆さんの生命と

財産を守るため、国の「防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策Jを活用し、河川｜・海岸・

治山・土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震対策等を進めています。これらの防災・減災対策の必

要性は依然として高く、さらなる推進が求められています。

②「施設では防ぎきれない洪水は必ず発生するものjへ意識を変革し、社会全体で洪水に備える「水

防災意識社会」を構築する取組として、洪水浸水想定区域図の作成や高潮浸水想定区域図の作成、

土砂災害警戒区域等の指定などのソフト対策を進めています。これらの対策は、県民の皆さんがリ

スクを把握し主体的な避難行動をとるための情報として、継続して取り組むことが求められていま

す。

③河Jll堆穫土砂および河川内の樹木繁茂により浸水被害が助長されるおそれがあることから、河川の

流下能力を回復するため、堆積土砂撤去および樹木伐採を進めています。また、老朽化が進んでい

る河Jll’海岸・治山’土砂災害防止施設の機能を確保するため、修繕・更新を実施しています。引

き続き、適切な維持管理と施設の老朽化対策が求められています。

④南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽

滅するため、海彼ゼ、ロメートル地帯などにおける河川’海岸堤防や河口部の大型水門、ダム等の耐

震対策を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められ

ています。

⑤災害発生時に災害対応を迅速かつ効率的に実施するため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり菌の

防災対策を重点的に進めてきました。引き続き、災害対応力の充実・強化に取り組むことが求めら

れています。

i禁土整備部 1
①令手口元（2019）年8月の前線に伴う九州の豪雨や9月上旬に本県北部を中心に発生した大南すなど、

頻発・激甚化する水害・土砂災害や大規模地震から県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」を活用し、河川 海岸土砂災害防止施設の整備

や橋梁の耐震対策等を推進します。河川については、重要度や緊急性の高い河川を中心に改修を進

めるとともに、治水上ネック点となっている橋梁堰等の河川横断構造物を重点的に改築すること

により、治水安全度の向上を図ります。砂防については、土砂災害防止施設の整備により要配慮者

利用施設、避難所、国道および県道等の保全に取り組みます。海岸については、高潮・侵食対策に

よる堤防背後住民の生命・財産の保全を進めます。また、河川・海岸・砂防の圏直轄事業や本体工

事に着手した川上ダムの早期完成を引き続き促進します。鳥羽河内ダムについては、引き続き、本

体工事の着手に向けた工事用道路の整備を進めます。また、令和元（2019）年に被災した公共土木

施設の早期復旧に取り組みます。

②県民の皆さんがリスクを把援し主体的な避難行動！こ資するソフト対策として、洪水浸水想定区域図

の作成、水位・雨量情報システムの更新、簡易型河J11歎視カメラの設置などを進めます。また、土

砂災害警戒区域等の指定については、令和3 (2021）年中の完了をめざすとともに、地形改変など

再調査が必要となった箇所について、 2巡回の基礎調査に取り組みます。
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③河JII堆積土砂および河川内の樹木については、 j可積極害により浸水被害を助長するおそれがあるこ

とから、関係市町と共に優先度等を検討しながら撤去・伐採を進めるとともに、災害復旧事業およ

び砂利採取制度の活用も図りながら撤去を進めます。さらに、治山部局との連携により、土砂の発

生抑制に向けた取組を促進するとともに、市町管理区間の堆積土砂撤去を含めた河JII全体の情報共

有を行い、撤去の連携を図ります。老朽化が進んでいる河川・海岸・土砂災害防止施設については、

長寿命化計画に基づく計画的な施設の修繕・更新を行います。また、あわせて定期点検などにより

施設の状態把握に努め、適切な維持管理を行います。

④地震・津波による被害軽減のため、県管理の河川・海岸堤防や河口部の大型水門、宮J11ダムの洪水

吐ゲートの耐震対策を進めます。また、県南部においては短時間で大きな津波に襲われることが怒

定される海岸堤防を津波に対して粘り強い構造とする海岸堤防強靭化対策を進めます。

⑤災害発生時に対応できる輸送機能確保のため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり商の防災対策を

引き続き進めます。

｜｜農林水産部 i
⑥頻発・激甚化する自然災害や大規模地震から県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防災

減災、国土強靭イじのための3か年緊急対策」を活用し、治山施設の整備や海岸保全施設の整備を推

進します。

⑦台底等による山地災害や被災した治山施設の早期復旧に取り組むとともに、土砂流出防止機能が低

下した保安林内の森林整備を進めます。また、山地災害危険地区の施設整備未着手箇所で治山事業

を実施し、災害の朱然防止を進めるとともに、過去に整備した治山施設の長寿命化計画を策定し、

老朽化した治山施設の機能回復を図るため、改修等を実施します。

③農地目漁港海岸堤防については、海岸堤防等の耐震・耐津波対策を計底的に実施するとともに、長

寿命化計画に基づき適切な機能維持に取り組み、大規模地震や津波・高潮などに対する安全性の確

保を図ります。
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｛主担当部局・医療保健部】

E量議選議選言語織委議機織議選議室長説選議選j~1~＃1 w£150 1i~~m11f ~r＆~1~i1!!1~i:"il~l:11, 
病床の機能分化・連携、医療従事者の確保等、地域の12':療提供体制lの充実に取り組むとともに、県

民の皆さんと将来のあるべき医療提供体制を共有することで、患者の状態に応じた適切な医療が提供

される体制の整備が進んでいます。

目標項目 ｜地域医療構想における必要病床数の達成に向けた、医療機能ごとの割合の進捗度と、病床総
の説明 ！数の進捗度の平均

2年度目標傾
の考え方

病院勤務医師数

看護師等学校養

成所の定員に対

する県内就業者

の割合

｜調筆頭麗 ~1r& i1~1~ ［~~~u~： 11i~1 ~；：~N ~~r$r~i,: ~1 
①「団塊の世代」が全て 75歳以上となる令和7(2025）年を見据え、地域における効率的かつ質の高

い医療提供体制を構築するため、病床の機能分化・連携、在宅医療等の充実に向けた取組をさらに

進めていく必要があります。
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②医師確保対策を総合的に進めてきたところ、過去 10年間（平成 18(2006）～平成 28(2016）年）

の医師数の増加が全国 13伎となるなど、若手医師を中心に、県内の震姉数！ま着実に増加しています。

一方、人口 10万人あたりの医師数は、依然として会屋平均を下回っているなど、医師不足の状況は

続いており、また、地域偏在や看護職員の不足等も課題となっていることから、地域医療に従事す 苧

る医師・看護職員の確保・定着を図っていく必要があります。

③救急搬送件数が増加する中、高齢化の進展等をふまえ、救急医療体制をより一層、充実・強化して

いく必要があります。また、安全・安心な医療を確保するため、県内医療機関における医療安全体

制の強化を図っていく必要があります。

④こころの医療センタ一、 志病院および志摩病院においては、地域医療構想など病院を取り巻く状

況をふまえながら、県立病院に求められる役害ljを適切に担うとともに、より一層健全な病院経営に

努めていく必要があります。

⑤国民健康保険の財政運営の責任主体として、市町と共に各市町の保険財政の安定化や医療費適正化

を図っていく必要があります。

臨 i!酷麗麗騨擁護毒車線開園開醐鱗離輔鞠隷躍撞離醸輯輔騨郵輯輯騨融開題

｜｜医療保健部 1
①地域医療構想の達成に向け、県内8地域の地域医療構想調整会議および病床を有する医療機関等の

意見交換会において、各医療機関の令和7(2025）年に向けた具体的対応方針！こ係る合意形成を進

めるとともに、地域医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能転換や病床規模の適正化に対する

支援を行うことで、病床の機能分化冒連携を促進します。また、第7次三重県医療計画（計画期間：

平成30(2018）年度から令和5(2023）年度）について、中間見直しに取り組みます。

②地域における在宅医療・介護連携体制の構築に向け、市町ヒアリングで把握した現状や課題等をふ

まえ、在宅医療目介護連携アドバイザーの派遣、地域連携体制の強化に向けた研修、普及啓発等に

取り組みます。

③医師の確保について、地域！こおける医療提供体制の確保を図るため、「三重県医師確保計画jに基

づき、医姉の偏在解消に向けた取組を進めます。また、三重県地域医療支援センターのキャリア形

成プログラムに基づく、地域枠医師および医姉修学資金貸与者等に対するキャリア支援や医師不足

地域への医師派遣を確実なものとするため、三重黒地域医療支援セン告 の体制の強化岨充実を図

ります。

④看護職員の確保について、三重県ナースセンヲーにおいて、求職者への就業斡旋を実施するととも

に、免許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、情報発信や就業相談など再就業に向け

た支援を行います。また、在宅医療等を担う看護職員の育成のため、一志病院に設置した三重県プ

ライマリ・ケアセン告ーにおいて、プライマ ＇） .ケアエキスパートナースの育成に取り組むとと

もに、特定行為研修の受講促進にも取り組みます。さらに、助産師については、効産実践能力の向

上等に向けて、助産自市出向システムの取組を進めます。

⑤次世代の医療人材の育成に向けて、県内の中・高校生や医学生等を対象に地域医療の魅力を伝える

機会を提供するなど、将来の地域医療を担う医師や看護職員の確保・育成に取り組みます。また、

医療分野の国際連携など巣内の関係大学との連携を図りながら、看護職のリーダー養成など医療人

材の育成に取り組みます。

15 



⑤医師や看護職員の勤務環境改善に向けて、医療勤務環境改善支援センターの医療労務管理アドバイ

ザ、一等による医療機関への助言，支援に取り組むともに、引き続き、「女性が働きやすい医療機関J

認証制度により、女性の医療従事者が働きやすい環境づくりの促進を図ります。

⑦三重県医師会等の関係機関と連携し、新規開業医を中心に救急医療情報システムへの参加を働きか

け、より充実した初期救急医療体制の提供に努めます。また、かかりつけ医の必要性や適切な受診

行動の普及啓発を行います。

③重症患者の救急医療体制を確保するため、引き続き、救命救急センターの運営、ドクターへリの運

航等に対し支援します。

⑨安心して産み育てる環境づくりのため、引き続き、潤産期母子医療センターや小児救急医療機関の

運営に対する支援を行うとともに、新生児ドクタ カーの運用、「みえ子ども医療ダイヤル（＃

8000) Jによる篭話相談を実施します。また、小児在宅医療については、関係団体とも連携しなが

ら、医療従事者の資質向上に取り組み、在宅療養を支える医療資源の充実に取り組みます。

⑬~療に関する患者・家族等からの相談や苦情に引き続き対応していくとともに、医療安全推進協議

会や院内感染対策を支援する三重県感染対策支援ネットワーク運営会議等において取組の検討を

進めながら、県内医療機関における医療安全体制の推進に向けて必要な支援を行います。

⑪国民健康保険の財政運営の責任主体として市町や関係団体と連携し、安定的な財政運営や効率的な

事業の実施！こ努めます。また、国保制度をさらに持続可能なものとするために三重県国民健康保験

運営方針等に沿って、市町の国保事業の安定的な運営を支援しながら、保険者努力支援制度等を最

大限活用し、特定健診受診率の向上、後発医薬品の使用促進などの医療費適正化や収納率の向上等

に資する市町の取組を促進します。

⑫引き続き、家庭の経済状況に関わらず、全ての子どもが安心して医療を受けることができるよう、

セーフテイネットの拡充を目的とした子どもの医療費の窓口無料（現物給付）化に取り総むなど、

市町が実施する子ども・一人親家庭等・障がい者医療費助成事業を支援します。

l防災対策部 1
⑬救命率の向上を図るため、引き続き、消妨職員の救急救命士養成機関への入校を支援し、救急救命

土の養成に取り組むとともに、指導救命士の養成講習や救急救命士が行う特定行為を円滑に行うた

めの講習等を実施するなど救急救命土の資質向上に取り組みます。

i病焼事業庁 l
⑬県立こころの医療センタ については、本県における精神科医療の中核病院として、政策的医療や

専門的医療に取り組むとともに、訪問看護やデイケア等の地域生活支援を実施し、多様な医療ニー

ズに応じたサ ピスを提供します。

⑬県立一志病院については、総合診療医を中心としたプライマリ・ケアの実践や研究、プライマリ・

ケア人材の育成等に取り組むとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けた医療・介護・予紡等

の多職種遠携の促進に取り組みます。

⑬県立志摩病院については、引き続き、志摩地域の中核病院としての役割を果たせるよう、指定管理

者と密接に連携し、地域の医療ニーズをふまえながら、診療機能の回復・充実！こ取り組みます。ま

た、現行の指定管理期間が令和3 (2021）年度で終了することから、次期指定に向けて取り組みま

す。
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｛主担当部局．医療保健部】

慎重露錨総泌さ菱総量ま跡事謀議長議選言語j 際自民 主！lf~I
利用者のニーズに応じた介護サービス等が一体的に提供されるとともに、地域住民等による見守り

や多様な生活支援が行われるなど、地域の特性に応じた地域包括ケアシステムが構築され、高齢者が

介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らしています。また、介護基

盤の整備と介護人材の確保等により、特別養護老人ホームへの入所待機者が解消されています。

目標項目 i介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入所待機者数（入所在辞退した者等を除く実質
の説明 ｜的な待機者数）

2年度目標値
の考え方

特別養護老人ホ

ーム施設整備定

員数（累計）

県内の介護職員

数

I~鱗嬬襲撃：：賠i if:1~11~ iii~ wJ!t~~11110'1[ 1~~»~lfWw1 ''il&r.l P;irz::1 :'''w~v；~ 1：~1 
①団塊の世代が75歳以上となる令和7(2025）年を呂途に、重度な婆介護状態となっても住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護’予妨・住まい・

生活支援が一体的に提供される体制（地域包括ケアシステム）を深化・推進していく必要がありま

すb
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②施設サービスを必要とする方の増加が見込まれる中で、市町とも連携し、介護碁盤の整備を進める

ことにより、特別養護老人ホームの入所待機者の解消を図る必要があります。

③介護ニ ズが増加する中で、介護サービスの担い手となる介護人材の確保が課題となっており、市

町や関係団体と協働して、総合的な対策を行っていく必要があります。 ヂ

④認知症高齢者の増加が見込まれることから、早期から適切な診断や対応ができるよう医療と介護の

連携を図るとともに、若年性認知疫の方も含め、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、

それぞれの地域で本人と家族を支えるための支援体制を構築していく必要があります。

⑤高齢者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう、まちづくり活動と連携し、それ

ぞれの地域特性に応じた介護予妨・重度化防止の取組や生活支援サービスの充実を図る必要があり

ます。

！繍襲撃鞘教委禁制言語李総葉樹機織 ~it gl ！~1~ wi~！~ :,1'11!! ¥i~~lll 
① f第7期三重県介護保険事業支援計画・第8次三重県高齢者福祉計画（計画期間：平成30(2018) 

年度～令和2(2020）年度）」に基づ、き、「第7次三重県医療計画」と一体となって、地域包括ケア

システムの深化・推進を図るとともに、伺計図！こ基づく取組や実績等を検証し、令和3(2021）年

度から令和5(2023）年度を計画期間とする新たな計画の策定に取り組みます。

②施設サ ピスを必要とする高齢者が依然として多いことから、優先度の高い方が円滑に施設へ入

所できるよう、入所基準の適正な運用に向けた取組を行うとともに、介護人材の確保の取組をふま

えた特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備を進めます。また、住み慣れた地域で必要なサービス

が受けられるよう、地域密着型サービスの充実に向けて市町を支援します。

③介護従事者を確保するため、引き続き、県福祉人材センタ による無料職業紹介、マッチング支援

等の取組や介護福祉士修学資金等の貸付、介護職場の魅力発信の取組を実施するとともに、地域医

療介護総合確保基金を活用し、退職者や外国人材などの参入促進、資質向上・労働環境の改善等に

取り組みます。また、介護職員の業務負担軽減iこ資する介護ロボットや生産性向上につながる IC

Tの導入促進！こ向けて取り組むとともに、引き続き、職場環境の改善に積極的に取り組んでいる介

護事業所が社会的に評価される仕組みの運用や、平成30(2018）年度に作成したマニュアルの活用

による介護職場における「介護助手」の取組の導入’定着に向けた支援、令和元（2019）年 10月

からの処遇改善の円滑な実施に取り組みます。

④認知症について、「認知症サミット i n M i B」lにおける fパール宣言Jに係るフォローアップ

調査の結果をふまえつつ、「共生」と「予防」を車の両輪として、認知疲サポーターのステップア

ップによるチームオレンジの立ち上げ支援、認知症の人によるピアサポート活動の支援を行うとと

もに、市町との協働による SIBを活用した認知症予防に係る取組の検討等を行います。また、地

域における相談支援体制の充実を図るため、認知疲疾患医療センヲ の更新、認知症コールセンタ

ーの設置、若年性認知症コーヂィネーヲーの配置等を引き続き行うとともに、成年後見制度利用促

進に係る中核機関設置等の市町の取組を支援します。

⑤介護予防 e 重度化防止等に係る市町・地域包括支援センターの取組を支媛するため、地域支援事業

に係る研修会の開催や地域ケア会議へのアドバイザーの派遣等を行います。また、地域の生活支援

サービスの充実に向け、生活支援コーディネーターやサービスの担い手となる高齢者団体の育成等

を行い、市町の取組を支援します。
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ヤ12 3 G｛：ん対向進

［主担当部局．医療保健部］

｜嬬緒言語言語説委；織繊維業量級j離選jiお際線！，~~i[li！！~＇I滋wii~0m12lf~；￥f!1~~i：~~t~l1 
がんの予防・早期発見から治療・予後までのそれぞれの段階に応じたがん対策が進み、がんにかか

る人ゃがんで亡くなる人が減少するとともに、がんと向き合って生活していく患者やその家族への支

援が進んでいます。

目標項目
の説明

2年度目標値

の考え方

（乳がん、子宮

頚がん、大腸が

ん）

がん診療連携拠

点病院および三

重県がん診療連

携準拠点病競指

定数

がん患者等の就
労について環解
を得られた企業
数（累計）

がんによる 75歳未満の死亡状況について、年齢構成を調整した県の人口 10万人あたりの死
亡者数
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①がんば、県内における死亡原因の第1位であり、重要な健康問題のーっとなっています。「三重県が

ん対策推進条例jに基つ、き、さまざまな主体が連携・協力して、「がん予防」「がん医療の充実Jrが
んとの共生Jなど、それぞれの段階に応じた総合的かつ計画的ながん対策を推進していく必要があ ヂ

ります。

②がんの予妨や早期発見を推進するためには、生活習慣の改善や、がん検診および精密検査の受診率

向上を図る必要があります。また、学習指導要領の改訂をふまえたがん教育を推進する必要があり

ます。

③国のがん診療連携拠点病院の整備指針をふまえ、県内のがん診療連携体制を整備するとともに、蓄

積されたがん登録データを活用して、がんの早期発見ゃがん治療の推進につなげる必要があります。

④がん患者やその家族の持つ不安や悩みを軽減し、がんと共生しながら可能な限り質の高い療養生活

を送ることができるように、緩和ケアの推進や、相談支援体制、情報提供等の充実が必要です。

瞳麓醜醸鰹聾欝撞欝譲髄鵬融監麗鐙麟躍脚鞍務縮瞳輯輯輔聾輯醸駒嵐輔鵬癌輯臨調噴
①がん対策のさらなる推進をめざし、「三重県がん対策推進計画（第4期三重県がん対策戦略プラン）J

における、「がん予防」や「がん医療の充実j、「がんとの共生」など、それぞれの段階に応じた総

合的ながん対策を実施することで、より効果的な事業の展開を図ります。

②イベント等のあらゆる機会をとらえて、県民に対してがんに関する正しい知識の普及啓発を行いま

す。また、学習指導要領の改訂によるがん教育の全面実施に向け、医療関係者や教育関係者と連携

し、学校におけるがん教育の円滑な導入のための支援を進めます。

③各種がん検診や精密検査における受診率向上を図るため、ナッジ理論などの新たな手法を活用した

がん検診の受診勧奨に取り組む市町への支援や、「三重とこわか県民健康会議」において企業、関

係機関・団体、市町との連携による取組を実施します。また、市町や保険者等の取組状況の情報提

供や市町担当者に対する研修会を実施します。

④がん医療の一層の充実を図るため、がん医療に携わる医療機関の施設設備整備等を引き続き支援

するとともに、匿のがん診療連携拠点病院の整備指針をふまえ、三重県がん対策推進協議会等にお

いて崇のがん診療連携体制の検討を行います。

⑤がん対策をより効果的に推進するため、三重大学医学部附属病院等関係機関と連携して、がん登録

により得られた擢患率、死亡率等のデ－'.)zを分析し、市町、 l!i療機関等への情報の提供や県民への

池域のがん状況の発信など、情報の利活用を進めます。

⑤医師、看護部等が緩和ケアの専門的な知識や技術を習得するため、がん診療連携拠点病院等におい

て実施される緩和ケア研修への参加が促進されるよう関係者に働きかけを行Lますo また、緩和ケ

アに関する正しい知識を広く県民に啓発するため、地域の緩和ケアネットワークにおける活動を引

き続き支援します。

⑦三重県がん相談支援センタ一等において、引き続きがん患者とその家族のための相談を実施すると

ともに、治療早期から支援を受けられるよう相談窓口，の周知を行います。また、医療機関や労働局

等の関係機関と連携し、がん患者が治療と仕事を両立できるよう柔軟な勤務体制など労働環境の整

備について働きかけます。今後も、三重県がん相談支援センタ一等との情報交換会を開催するなど、

がん患者とその家族への相談支援や、治療と仕事の両立支援ができる環境づくりを進めます。

21 



進
一

仕
比
「
一

ーホ
4
J

一

の
一

E
Aノ

四

－su
v
a

山

ノ又、ーー一

J

つ
ー
一

康
ー
一

7

健
ー
』

一

A
『

一

一

司

／

一

一

ー一
策
－
一

一
j

和

昭

一

一

↓

H
H
M

一
［主担当部局．医療保健部］

謀議議選言語言語きま綿織蝉議選審議論議員掛 ！ 滋民忠良1;r~t1#,fgrl~l!w 
企業、関係機関・団体、市町と連携して健康づくりに取り組み、病気の予防、早期発見、治療、療

養生活の質の維持向上のための対策が進み、県民一人ひとりが適正な生活習慣を身につけることによ

り、生涯を通じて健康的な生活を送っています。また、県民の皆さんが生活習慣病や難病等にかかっ

た時も、適切な治療や支援を受けています。

目標項自

の説明

国の定める健康づくりの基本的方針である「健康日本21（第2次）Jの図的のひとつであり、
県民が日常的に介護を必要とせず、自立して心身ともに健康的な日常生活を送ることができ
る期間

2年度自標値

の考え方

特定健康診査受

診率

フッ化物洗ロを

実施している施

設数（累計）

悌議選鱗；； ： ： 去ら匂：：： 譲 l!llill~ *!if*! li\fl'l~Nwl~I 
① f人生 100年時代Jを迎える中、県民の皆さんの健康への関心がより 層高まっている一方で、県

民の皆さんの約半数が健康づくりに取り組んでいないことが課題となっています。

②糖尿病については、年齢調整受療率は全国第2位となっているものの、新規透析患者数は減少傾向

にあります。糖尿病などの生活習慣病を予妨し、健康寿命の延伸を図るため、企業、関係機関・団

体、市町と連携し、健康づくりの取組を進めるとともに、県民による主体的な健康づくりに取り組

んでいます。
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③人口減少が進む中、地方倉j生を推進し、若者に選ばれる三重につなげるためには、企業等における

健康経営の推進が必要です。

④「全国トップクラスの健康づくり県」をめざすため、 Society5. 0やSD Gsなどの新しい考え方を

取り入れ、さまざまなデータや最新テクノロジーを活用しながら、健康無関心層を含めた全ての県 ~ 
民に対して、健康づくりの取組を推進するとともに、企業における主体的な健康経営の取組を推進

することが必要です。

⑤むし歯のない 12歳児の割合が全国平均を下回る状況が続いていることから、効果的なむし歯予防対

策が必要です。また、さまざまなニーズに対応するため、在宅歯科医療や障がい児（者）歯科診療、

医科歯科連携の推進が必要です。

⑥難病医療費助成制度の円滑な運営のために、難病指定医の育成や指定医療機関の増加iこ取り組むと

ともに、難病患者が身近な医療機関で適切な治療を継続できるように、拠点病院、協力病院が連携

し、さまざまなニーズに対応できる医療提供体制の拡充に取り組む必要があります。

離部輔議謹謹話髭援欝溜欄醒鞠極通藍藍欝臨盤覇軍謹輯鱒締趨理部盟鹿島輯橿轟轟轟騨早時躍塑堅
①「三重とこわか健康マイレージ事業」の周知を引き続き図り、企業や市町と連携して県民の主体的

な健康づくりを推進します。また、企業、関係機関・殴体、市町等で構成される「三重とこわか県

民健康会議」を遥じて、社会全体で健康づくりに継続して取り組む気運の醸成を図るとともに、「と

こわか健康会員」認定制度の普及定着や、「三重とこわか健康経営大賞」による表彰、インセンテイ

ブ制度の創設により、企業における健康経営を推進します。

②健康無関心層を対象とし、ウェアラブル機器による食事や運動デ－9の見える化やSN S等での健

康情報の発信を行うなど、望ましい食生活や運動への意識づけを行い、ヱビヂンスを蓄積・分析し

て、得られた効果を「三重とこわか県民健康会議Jを通じて横展開します。

③さまざまな主体と連携して食育活動を推進することで、バランスのとれた食事の大切さをはじめ、

野菜摂取や減塩の必要性について広く県民に啓発を行います。

④糖尿病の発症予防や重症化予防についての取組を推進するため、引き続き保健、医療関係者の人材

育成を図ります。また、早期からの介入により対策を進めるために、関係機関・悶体、市町と連携

し、生活醤慣病予防の啓発や糖尿病予防の相談会を実施するなど、重症化予防の取組を進めます0

6健康増進法の改正に伴う受動喫煙防止対策について、引き続き事業者等からの相談に対応します。

また、「三重とこわか県民健康会議」等を通じて、事業者に受動喫煙防止の取組について啓発を行う

とともに、助言・指導などに取り組みます。

⑥市町等と連携し、フッ化物洗ロモデル事業を促進するなど、フッ化物洗口の拡大に取り組みます。

また、地域口控ケアステーションを窓口とし、在宅歯科医療や樟がい児（者）歯科診療、医科歯科

連携が推進されるよう、引き続き、連絡会議や研修会を開催し、医療、介護関係者等と連携した取

組を進めます。

⑦難病医療費助成制度を円滑に運営するため、難病指定医研修による指定医等の育成や、指定医療機

関の増加に取り組みます。また、難病診療連携拠点病院および難病診療分野原j拠点病践を中心に医

療提供体制や相談支援体制の充実を図るとともに、難病相談支援センターにおいて、難病患者やそ

の家族の療養生活のQOL向上を図るため、ハローワーク等と連携し、生活・療養相談、就労支援

を行います。
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⑧骨髄パンクの円滑な実施に向け、ドナー登録を推進するボランティア団体、三重県赤十字血液セン

ターや市田T等の関係機関と達携を図りながら、若年層を中心とした骨髄パンクに関する正しい知識

の普及啓発や骨髄提供希望者（ドナー）の確保に取り組むとともに、 ドナー休暇制度の普及等によ

り骨髄提供しやすい環境づくりを行います。
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（赫13 1 0域福祉の推進

【主担当部局：子ども・福祉部】

操選綿織厳重量泌総厳重説委員議選言語長 ： 阪自辺三段：｜
地域における支え合い体制づくりが進み、高齢者、障がい者、生活困窮者など、地域でさまざまな

課題を抱える人が、社会から孤立することなく、質の高い福祉サービスや必要とする支援を受けなが

ら、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるとともに、一人ひとり個性や能力を発揮しながら、

希望を持って白々自分らしく生活しています。

目標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

子ども・若者の

自殺死亡率

自立相談支援機

関の面談訪

問目同行支援の

延べ件数

ヘルプマークを

知っている県民

の割合

市町における地域福祉計画の策定数
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①相互扶助としての地域コミュニテイの機能が失われつつある中、社会的に弱い立場に置かれた人々

が社会から孤立し、地域で暮らし続けることが困難な状況が生じています。また、複数の課題を抱

えており、一つの側面からだけでは対応できないケースも見られます。高齢者や障がい者、生活困

窮者などの支援を必要とする人を、地域住民やさまざまな主体が連携し、社会全体で支え合う体制

づくりを進めていくことが必要です。

②刑法犯認知件数が平成 14(2002）年をピークに年々減少している一方で、検挙者に占める再犯者の

害j合は上昇し 50%を占めるに至っており、再犯を妨止し、県民の安全・安心を確保するには、犯罪

をした者等が地域で孤立せず、社会の一員として、地域社会とかかわりを持ちながら日常生活を営

めるよう支援することが必要ですo

③福祉サービスを提供する社会福祉法人等が増加する中、効率的、効果的な指導監査等の実施により、

適正な運営と健全な経営を確保するとともに、提供される福祉サービスの質の向上を図ることが必

要です。

④ひきこもりや自殺の背景にはさまざまな事情や原因がありますが、こうした生きづらさを抱えてい

る人にしっかりと寄り添いながら、個々の状況に応じた適切な支援につなげるため、関係機関の連

携による包括的な支援体制を整備することが必要です。

⑤生活函窮状態に陥った背景にはさまざまな要因が考えられ、生活姐窮者の個々の状態に応じた生活

の保障や自立に向けた支援が必要です。

⑤ユニバーサルデザ、インの考え方をさらに広めるため、ユニバーサルテ、ザインの考え方の浸透を図り、

さまざまな主体と連携して、ユニバーサルデザインの意識づくりに取り組むことが必要です。また、

事業者・設計者等の理解、協力を得ながら、よりユニバーサルデザインに配慮した公共施設や商業

施設を整備することが必要です。

⑦戦後生まれの世代が人口の大部分を占めるようになっているため、平和への思いを次世代に継承し

ていくことが必要です。

騒音量理機醗鞠醐欄輔繭擁護憲轍輔磁器錨髄麟準醐縁組時嬢頭副議議離

l子ども・福祉部 1
①令和元（2019）年度に策定予定の「三重県地域福祉支援計画」に基づき、地域における支え合い体制

や暮らしを支える取組の推進を図り、地域福祉活動の中核的な役割を担う民生委員・児童委員が活

動しやすい環境づくりや、判断能力が不十分な高齢者や障がい者が地域で安心して暮らせるよう、

日常生活自立支援事業などの取組を、市町とも連携しながら進めます。

②犯罪をした者等による再犯を紡止するため、令和元（2019）年度に策定予定の「三重県再犯防止推進

計画」に基づき、高齢、または障がいを有することにより福祉サービス等が必要な矯正施設退所予

定者が、退所後、円滑に地域生活に移行し、安定した生活を送れるように支援するなど、国や市町、

民間団体と連携しながら、犯罪や非行をした者に対する患の長い社会復帰支援に取り組みます。

③社会福祉法人や介護保険・障がい福祉サービス事業者等への指導監査について、市町と連携しなが

ら、引き続き効果的、効率的な指導監査を実施します。また、社会複祉法人が制度改革の趣旨に慕

づき適切に運営されるよう、所轄庁である市と連携して支援します。

④質の高い福祉サービスが安定的に提供されるよう、福祉施設の第三者評価の取組や福祉サービス！こ

関する利用者からの苦情に対応する適切な体制の整備を進めます。

27 
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⑤高齢者、障がい者、生活困窮者、ひきこもりなどの生きづらさを感じている人たちが社会から孤立

することなく、地域において自分らしく生活し続けられるよう、棺談支援包括化推進員等の人材を

養成するなど、市町と連携して包括的な支援体制の整備を進めます。

⑥生活困窮の程度に応じて必要な保護を行うとともに、被保護者の状況に応じ、就労による経済的自

立や健康管理支援事業の実施等による日常生活自立、社会生活自立に向けた支援！こ取り組みます。

生活困窮者支援については、三重県生活相談支援センターに新たにアウトリーチ支援員を配置し、

社会的孤立状態にある方への支援に取り総むとともに、引き続き、関係機関との連携を図り自立支

援に取り組みます。また、福祉事務所設置自治体に対して、地域の実情に合わせた支援員等の資質

向上のための研修を実施するとともに、取組事例等などの情報提供を行い、県内全体として生活困

窮者支援の取組が充実、強化されるよう進めていきます。

⑦「第4次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画（20192022）」に沿って、さまざまな

主体と連携し、ヘルプマーク、「三重おもいやり駐車場利用証制度」の普及啓発や学校出前授業の実

施など、地域における身近なユニバーサルデザインの取組を進めます。

③県有施設のバリアフリー化の状況の調査・評価をふまえて、「県有施設のUD整備指針」（仮称）を

作成し、誰もが利用しやすい施設となるよう取り組みます。また、事業者・設計者等の理解、協力

を得ながら、市町や関係機関等と連携し、ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例の整備基準

や適合証について管及啓発を行い、ユニバーサルデザインに配慮された施設整備を促進します。ま

た、交通事業者が行う駅舎等のバリアフリー化の支援等を行います。

⑨県戦没者追悼式および全国戦没者追悼式等の戦没者慰霊事業に若い世代の参加を促し、平和への思

いを次世代に継承していきます。

！医療保健部 II

⑬総合的・計画的に自殺対策を推進するため、引き続き関係機関・民間団体、市町等と連携し、支援

者等の人材育成やうつ・自殺等のこころの健康問題に関する正しい知識の啓発に取り組みます。ま

た、悩みを抱える人々を相談機関につなげることができるよう、 IC Tを活用し相談窓口を案内す

るなど、積極的な周知を図ります。引き続き、県内全域で各地域の実情に応じた自殺対策が展開さ

れるよう、市町自殺担当者への情報提供や人材育成等に取り組みます。

⑪ひきこもりへの支援として、ひきこもり地域支援センターにおいて、本人や家族への専門相談、家

族教室、家族のつどいを開催するとともに、支援者の人材育成などに取り組みます。
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（施策1.3 2 ・.舎がい閉山生
［主担当部局田子ども・福祉部】

陣騎蟻盗事控室盤藍盛重量重量唾言語f~；~： ji~［＇~！~ 1ir'li,l ~~il1~ 8]1~，＇ ~！i~！I 
障がい者がライフステージをとおして、どこで誰と生活するかを選択する機会が確保されています。

また、多様な働き方が選択でき、働くことを通じた自己実現の機会や、レクリエーション・文化活動

などに参加する機会が確保されるとともに、障がい者差別の解消および虐待の防止、障がい者の情報

保障など、襲撃がい者の権利を守るための取組が進み、障がい者が地域で生きがいを感じながら安心し

て暮らすことができる社会づくりが進んでいます。

一
て
し
て
者

ホ
い
立
し
い

プ
お
自
を
が

一
に
で
活
障

ル
等
域
生
る

グ
ム
地
た
い
数

輯轟轟瞳鶴聾盟韓器援輯輯警官震盟書輯謂盟聾署職密輯寄擦霞臨議事思議員融盤麗輯癒謹輯翻

目標項目 ！居住支援系サービスであるグル プホ ム（共同生活援助）や吉立生活援助を利用すること
の説明 iで、地域で生活している障がい者数

2年度目標値

の考え方

障がい児・者の

日中活動を支援

する事業所の利

用者数

農林水産業と福

祉との連携によ

る新たな就労人

数
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①障がい者の地域生活を支援するための取組を進めることで、グループホームなどの樟害福祉サービ

スの充実、工賃の向上や一般就労者数の場加など障がい者の自立に向けた環境整備は進みつつあり

ますが、引き続き居住の場や日中活動の場、地域生活を支える障害福祉サービス等の充実や、医療

的ケアが提供できる事業所の拡充を図る必要があります。また、工賃向上や多様な就労の場の確保

と定着への支援を強化し、さらには、社会的事業所をはじめとした障害者就労施設等からの優先調

達を推進することで、障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、より一

層取り組みを進めることがI必要です。

②農林水産分野における障がい者の就労の場の創出に取り組んでいます。今後、障がい者が多様な担

い手としてさらに活躍できるよう、引き続き就労支援の充実を図る必要があります。

③障がい者が身近な市町で相談が受けられる相談支援の提供体制構築と支援の質的向上のため、広域

的・専門的な相談支援体制の整備に取り組んでいますが、さまざまな障がい状況に対応し、誰もが

望む生活が送れるよう、引き続き相談支援の強化を図り、地域における人材の育成体制構築を推進

することが必要です。

④精神科病院の長期入院患者の地域生活への移行をさらに進めるとともに、精神的不調を来した場合

も早期かつ適切に医療が受けられるよう、精神障がい者が地域で安心して生活できる体制づくりの

推進が必要です。

⑤障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現に向けてJ障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例Jや「三

重県手話言語条例j、「障害者虐待防止法Jなどの法令整備が進められてきましたが、障がいを理由

とする差別の解消や障がい者虐待の防止、療がい者の情報保健など社会参加環境の整備のより一層

の取組が必要です。

分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現をめざして、

多様性を認め合い、生きがいおよび安心を実感できる共生社会づくりのための障がい者施策を総合

的かつ計画的に推進します。また、同プランが最終年度を迎えることから、これまでの取組をふま

え、令和3(2021）年度から令和5(2023）年度を計画期間とする次期プランの策定に取り組みます。

(2障がい者の地域生活を支援するための障害福祉サービスの確保を図るとともに、令和2(2020）年度

社会福祉施設等整備方針に基づき、グループホームや日中活動の場等の整備促進に取り組みます。

また、障がい福祉分野の人材支援のため、国庫補助を活用して、障害者支援施設等における介護業

務の負担軽減を図るためのロボット等導入に対する支援に取り組みます。

③医療的ケアが~要な障がい児・者とその家族が地域で安心して生活できるよう、各支援ネットワー

クにおけるスーパーパイズチーム機能構築等の多職種連携や医療的ケア児・者の受け皿拡充を推進

します。

④福祉事業所における工賃向上等に向けて、専門家の派遣や共同受注窓口の運営支援を行うとともに、

民間企業への営業活動の強化や啓発等により受注拡大を促進します。また、障害者優先調達推進法

に基づく令和2(2020）年度調達方針を策定し、調達目標額達成のために各部局と連携し、発注内容

の切り分けや新たな発注の開拓など発注内容の多様化を進め、一層の調達拡大を図ります。
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⑤障がい者の地域生活を支援するため、専門的・広域的な相談支援を地域の稲談支援と連携して行う

ことで、市町における相談支援提供体制構築と強化を図ります。また、「三重県障がい福祉従事者人

材資成ビジョンjに基づく研修の実施や、基幹相談支援センターの設置と機能強化により、地域に

おける人材育成体制づくりを推進し、相談支援専門員の人材育成と相談支援の賃の向上に努めます。

⑤障がいを理由とする差別の解消に向け、 f障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県

づくり条例Jの普及啓発を進めるとともに、障がい者差別解消専門相談員による相談対応、紛争解

決を図るための体制整備を進めます。また、栢談事例や合理的な配慮、の好事例などについて、三重

県障がい者差別解消支援協議会において情報共有、検証を行うなど、社会的障壁去の除去を促進する

取組を進めます。

⑦障がい者農待の未然防止、早期発見、迅速かつ適切な対応を行うため、市町や施設等職員に対し障

害者虐待防止・権利擁護研修を実施するとともに、専門家チームを活用しながら虐待事業の発生し

た施設等に対し改善に向けた指導を行い、障がい者虐待の防止に向けた取組を進めます。

③誰もが手話に親しみ、手話が広〈利用される共生社会の実現につなげるため、「三重県手話施策推進

計画」に基づき、引き続き、県民が手話を学習する機会の確保や手話通訳を行う人材の育成等を行

います。

⑨憶がい者の社会参加の促進を図るため、障がい者団体等と協働して f三重県障がい者芸術文化祭」

を開催するとともに、障がい者スポーツ教室やレクリエーション教室の開催など、障がい者が生き

がいを実感できる共生社会づくりのための取組を進めます。

l農林水産部 l
⑬障がい者等が農林水産業の新たな担い手として活躍できるよう、全国ネットワークや民間協議会と

連携して、農福連携に取り組む福祉事業所や農林水産事業者の経営発展を促進するとともに、農林

水産業と福祉をつなぐ人材の育成やマッチングの仕組みづくりなどの支援体制を強化することで、

農林水産事業者等における施設外就労を促進するなど、障がい者の就労機会の拡大iニ取り組みます。

また、ノウフク商品の開発や販路拡大、ノウフク JA Sの認証取得に向けた取総を促進します。さ

らに、生きづらさや働きづらさを感じる若者等を対象として、農作業を通じた就労・社会参加支援

の取組を進めます。

i医療保健部 i
⑪「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築！こ向けて、アウトリ チ事業やピアサボー

ターを活用した地域移行・地域定活支援の取組について、実施圏域の拡大に努めるなど、さらなる

事業の充実を図ります。また、依存症対策として、アルコ ル依存症の自助グループと治療拠点機

関等による連携した早期介入の取組や、治療拠点機関と専門医療機関との連携による人材育成およ

び効果的な啓発を行います。さらに、ギャンブル等依存症対策として有識者会議を設置し、ギャン

ブル等依存症対策推進計画を策定します。
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施策 133 児童虐待の防止と社会的養育の推進

【主担当部局：子ども，福祉部】

｜鎌厳重き暴言語言葉議~~！落語宣言葉議総繍踊議j ＇，~ii ::l~lm; ！~！~~ il~1/i,li~il 
地域社会全体の児童虐待防止に対する理解が進み、児童虐待の未然妨止や早期発見・早期対応によ

り、虐待被害から子どもが守られています。また、全ての子どもが家庭、あるいは良好な家庭的濠境

でできる限り養育されるよう、市町による子ども家庭支援や、里親委託、施設の小規模グループケア

化などの取組が進んでいます。

里親ファミリ
ーホームでケ
アを受けてい
る要保護児童
の割合

目標項目

の説明

2年度目標値
の考え方 ' 

児童虐待の早期

対応力強化に取

り組む市町数

児童養護施設・

乳児院の多機能

化等の事業数

（累計）

里親田ファミリーホ ムへの委託児藁数、児童養護施設・乳児院に入所している児童数の総
和のうち、塁親 ファミリーホームへの委託児章の割合
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①児童虐待相談対応件数は会国的に増加しており、その内容もより複雑化する中、これまで介入支援

機能や法的対応力の強化に向けた専門職の配置、全国に先駆けた独自のリスクアセスメントツール

の導入、相談業務へのAl活用に向けた実証実験、子どもの権利擁護のためのアドボケイトの養成 ~ 

など、相談支援体制jの強化に取り組んできました。さらに、県民全体で児童虐待の防止に取り組む

決意を改めて示すため、社会情勢の変化やこれまでの取組をふまえ、「子どもを虐待から守る条例」

の改正を進めています。引き続き、児童相談所の機能の充実や市町や警察等との連携を強化し、社

会全体で児童虐待の防止に取り組んでいく必要があります。

②平成 23(2011）年3月、子どもの権利が尊重される社会の実現をめざして、「三重県子ども条例J

を制定し、県民をあげて、子どもが豊かに育つことができる地域社会づくりに取り組んできました。

さらに、平成27(2015）年3月には、家庭から離れてもより家庭的な環境で生活できるよう「三重

県家庭的養護推進計画」を策定し、施設や里親関係者と協力し、里親委託の推進や施設の小規模化

および地域分散化を進めてきたところ、里親委託率は全国平均を上回るペースで伸びているととも

に、家庭的な養育環境の施設も年々増加しています。そのような中、平成28(2016）年には、児童

福祉法が改正され、子どもが権利のま体であるとともに、家庭養青優先原員IJが明確に示されたこと

から、今後は「新しい社会的養育ビジョンJの環念に沿って、社会的養育の推進に向け、里親委託

と施設環境の充実をさらに推進するとともに、子どもの権利擁護の取組、自立支援の推進、市町の

子ども家庭支援体制の構築を進める必要があります。

十量

①児童相談所における対応力の強化のため、 Al技術の活用によるリスクアセスメン卜のさらなる精

度向上を図るとともに、その後の再発防止、家族再統合等の家族支援のため、ニーズアセスメント

ツールの精度を高め、法的対応や介入型支援を推進します。

②令和4(2022）年度までの実現をめざし国が策定した「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」に対

応するため、児嚢福祉司や児童心理司などの専門職の増員を進め、児童相談所の体制強化に努めま

す。

③市町をはじめとする関係機関との連携強化を図るため、要保護児童対策地域協議会の運営強化や子

ども家庭総合支援拠点の設置に向けて取り組む市町を支援するとともに、市町職員の相談対応スキ

ルの向上が図られるよう人材育成を支援することで、県全体での対応力強化を図ります。

③多機関連携、協同面接、アドボケイト養成、家庭復帰プログラムなど、子どもの権利擁護を重視し

た取組の充実に努めます。

⑤令和元（2019）年度に策定予定の「三重県社会的養育推進計画」に基づき、関係者との密接な連携・

協力のもと、家庭養育の推進に向けてフオス担リング体制の構築を進め、 E里親制度を多角的に普及・

啓発するとともに、新たな塁親登録者の拡大、塁親の養育技術の向上等の取組を進めます。

⑥施設養育においても家庭的な環境を提供できるよう、児童養護施設および乳児院の小規模グループ

ケア化や地域分散化等を推進するとともに、施設機能の高度化と、これまでのノウハウを活かした

多機能化に向けた取紐を支援します。

⑦児童養護施設に入所している要保護児童等の自立支援に向けて、施設や企業、 Np O等が連携協

カし、退所後の就労や生活を支援するため、施設退所前から退所後まで切れ目のない支援体制を整

備します。
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（蹴14 l伸一ちづり
【主担当部局目警察本部】

区暴露j議選総選毒殺総選議言語護絡調畿通言 ~~Jii t~rii t 0.'&,' 11：泌総長言：
さまざまな主体との連携による犯罪防止に向けた取組と、発生した犯罪に対する検挙活動の推進に

より、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会が構築されています。

自標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

「子ども安全目

安心の店J認定

事業所数

重要犯罪の
検挙率

交番駐在所の
機能強化数

犯罪被害者等
支援施策集を

作成した市町数

刑法犯（道路上の交通事故に係る第 211条の罪を除く。）について、 1年間に被害の届出や
告訴・告発を受理等した件数
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①県民の皆さんの安全と安心を確保するため、犯罪の妨止と検挙に取り組んできた結果、平成 30

(2018）年中の刑法犯認知件数は、戦後最少を記録しました。その一方で、被害者に重大な危害を

及ぼす重要犯罪注） 1や、高齢者等を狙った特殊詐欺は後を絶たず、また、スト 力一 D V事案の 争

認知件数や、サイバ 犯罪等に関する相談件数が高止まりするなど、治安情勢は、依然、予断を許

さない状況にあります。さらに、近年、下校中の女児が殺害される事件、登校中の児童らが殺傷さ

れる事件、多数の社員が放火により殺害される事件など、社会の耳目を集める凶悪事件が全国的に

相次いで発生していることもあいまって、治安に対する県民の皆さんの不安を解消するには至って

いません。

②このような現状において、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる犯罪の起きにくい社会を構築す

るためには、自治体や地域住民、ボランティア団体など、さまざまな主体との連携による犯罪防止

に向けた取組と、重要犯罪をはじめ、特殊詐欺やストー力一・ DV事案、サイバ犯罪など、県民

の皆さんに不安を与える犯罪に対する検挙活動を一層推進する必要があります。

③犯罪被害者等を支える社会の形成を促進することを目的に「三重県犯罪被害者等支援条例」を制定

し、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図る「三重県犯罪被害者等見舞金」を創設しました。しか

し、犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援が適切に提供される必要があることや、必要な支援は

多岐にわたることから、市町をはじめとする関係機関等と連携を強化し、総合的な支援体制を整備

する必要があります。また、二次被害を防止するため、犯罪被害者等に対する県民の理解促進を図

る必要があります。

注） 1 重要犯罪：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売賞をいう。

II 警察本部 II 

①県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築するため、多様な主体と連

携・協働し、犯罪防止に向けた取組を推進します。そのため、自主防犯活動の活性化を図るための

支援、人身安全関連事案に対する被害者の安全確保を最優先とした対処、子どもの安全確保、少年

の非行妨止、高齢者等を狙った特殊詐欺の予防対策などの取組を強化するとともに、サイバー空間

における脅威に対処するための人的および物的基盤の強化を図ります。

②迅速・的確な初動捜査の徹底、捜査支援システムの活用や科学捜査の推進など、客観証拠確保のた

めの取組を強化し、被害者に重大な危害を及ぼす重要犯罪をはじめ、県民の皆さんに不安を与える

各種犯罪の徹底検挙を図ります。

③警察活動を支える基盤を強化するため、地域住民の安全・安心のよりどころである交番駐在所の

機能強化を推進するほか、警察署を含めた警察施設のセキュリティ強化にも取り組むなど、警察活

動に必要な装備資機材等の整備充実を図ります。

④今後、県内外で開催される大規模行事を見据え、テロの未然防止に向けて、引き続き、県民の皆さ

んの環解と協力を得つつ、官民一体となった各種テロ対策に加え、施設管理者と連携した集客施設、

公共交通機関等の警備強化を推進します。

j首都

宙主主主官官の協創！こよる安全で安心な三重のまちづくりを総合的に推進していくため、市町と一

層の連携強化を図りつつ、「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラムjのさらなる異現

化を進めます。
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⑥令和元（2019）年 12月に策定（予定）する「三重県犯罪被害者等支援推進計画（仮称）」に基づき、

犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援を適切に提供するため、市町をはじめとする関係機関等と

の連携を強化し、総合的な支援体制を整備するとともに、研修会の開催等により支援従事者を育成

します。また、犯罪被害者等を支える社会の形成を促進するため、犯罪被害者等に対する県民の理

解を深める取組を推進します。

38 



39 



施策142 交通事故ゼ口、飲酒運転0（ゼロ）をめざす安全なまちづくり

［主担当部局：環境生活部］

l議議員語言語言語き豪華j輔自謀議委言語i議員総総路三： ,[)'ii Wr$'!' ifE，~：， 1 
県民の皆さんをはじめ、さまざまな主体と連携が進み、それぞれの特性を生かした交通事故防止対

策を実施するとともに、「飲酒運転をしない、させない」意識が高まり、安全運転サポート車や後付け

安全運転支援装置が普及することなどにより、幼児から高齢者に至るまで、安全安心な交通環境が実現

し、交通事故死者数が減少しています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

交通事故死傷者

数

高齢運転者事故

件数

飲酒運転事故件

数

「ゾーン 30」整

備地区数（累計）

運転者のシート

ベルト着用率

交通事故発生から 24時間以内の死者数
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①県内の交通事故死者数・交通事故死傷者数は、長期的には減少傾向にあります。平成 30(2018) 

年は、交通事故死傷者数は平成以降最少、交通事故死者数は過去最少レベルにありますが、県民の

皆さんが安全安心に暮らしていくにはまだまだ厳しい情勢にあることから、現状の交通事故抑止対 ド

策を維持しつつ、さらなる対策の推進が求められています。

②欽沼運転違反の厳罰化にも関わらず、飲酒運転事故や飲酒運転違反者がなくならない現状にあり、

「飲酒運転はしない、させない」という意識の定着や、アルコール依存症などの関連問題を含めた

取組が求められています。

③全国的に子どもや高齢運転者が当事者となる交通事故が問題となる中、本県でも高齢者が当事者と

なる交通事故の占める割合が増加傾向にあり、また、次代を担う子どもを交通事故から守ることは

社会的要請であることから、子どもや高齢者の交通事故抑止対策の推進が喫緊の課題となっていま

す。

④人口 10万人あたりの死者数が、都道府県別にみて常に多いことから、交通事故死者数のさらなる

減少！こ向けて、交通安全意識や交透マナ の向上のための教育・啓発、交通指導取締りや交通安全

施設の整備など、ソフト・ハード両面から交通安全対策を一層強力に推進することが求められてい

ます。

盤解協緩麟際協環濠諸務関帰属醜鼠密磁墜塁霊童車問臓灘潜櫨鰭蜜鵠滋賀磁器思鰻穣擦轡路鱒磁欝積極輯樟題額樫

①三重県交通対策協議会の構成機関・団体との連携・協力のもと、四季の交通安全運動等を通じて、

高齢者の交通事故の防止や、横断歩道での歩行者優先の徹底、シートベルト着用の徹底など「第 10

次三重祭交通安全計図j をふまえ、効果的な広報啓発活動を展開します。

②欽酒運転根絶に向け、規範意識の定着のための教育および知識の普及・啓発を行うとともに、再発

防止のため、飲酒運転違反者に対してアルコール依存症に関する受診促進および飲酒運転とアル

コール問題に関する相談等の取組を推進します。

③高齢者の交通事故防止に向け、高齢者のニーズに応じて、安全運転サポート車等の普及促進や、運

転免許証自主返納制度、自主返納サボ トみえの一層の周知などに取り級むとともに、高齢運転者

を対象としたセミナ一等とあわせて進めていくことで相乗効果を高める取組を推進します。

④三重県交通安全研修センヲ一等において、子どもから高齢者まで広く県民を対象とした参加 体

験・言葉践裂の交通安全教育に取り組みます。また、地域や職域で活動する交通安全教育指導者の育

成や、出前方式の交通安全教育などを展開します。

整主主」
⑤子どもや高齢者等の交通弱者の安全な通行を確保するため、生活道路を中心に横断歩道等の塗り替

えを進めるとともに、老朽化した交通安全施設の更新・建替を推進します。

⑤交通事故の発生状況や地域住民からの要望等をふまえ、移動オ ピ、ス等の効果的な活用を図り、交

通安全の確保に取り組みます。また、あおり運転に関連する違反や横断歩行者等妨害等の悪質性

危険性の高い交通違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。
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［主担当部局：環境生活昔日

｜盤轡葉桜通機総綿織；言語議議選~~1~i! i~0~a i~~1'1 誌｜
県や市町、消費者団体、事業者E主体、地域住民等さまざまな主体が連携することにより、消費者一

人ひとりが消費生活に関する正しい知識を得て、事業者との契約トラブル等を回避する自主的かつ合

理的な消費活動を行うとともに、単なるサービスの受け手としてではなく、社会、経済、環境などに

消費が与える影響を考えて商品 サービスを選ぶなど、公正で持続可能な社会の形成に寄与するよう

な消費生活を営んでいます。

ブ
待
相
る
割

ラ
た
活
す
の

ト
つ
生
用
人

著
遭
費
利
た

費
に
消
を
し

消
ル
に
談
と
合

消費者トラブルに遭った時に消費生活セン世ーや市町の消費生活相談窓口を利用するとし
た入の割合（環境生J舌部くらし回交通安全課調べ）

毘標項目

の説明

2年度目標値

の考え方
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高齢者や若年者

に向Itた消費生

活講座等に参加

した人数

消費生活相談に

おいて斡旋によ

り消費者トラブ

ルが解決した割

合



①高度情報通信社会の進展や新技術を活用した新たなどジネスの登場など、消費者の利便性が高まる

一方で、新たな消費者トラブルの発生が懸念されることから、一層の消費者教育、啓発活動を行う

とともに、消費者に身近な市町における相談体制の充実に向けた取組が必要です。 F 

②民法の改正により、令和4(2022）年4月から成年年齢が 18歳に引下げられることに伴い、これま i

で未成年者取消権で保護されてきた 18歳、 19歳の若年者が保護対象から外れることとなるため、

若年者の消費者被害拡大防止に向けた取組の強化が必要です。

③消費生活相談件数に占める高齢者の割合が年々増加していることから、高齢者の消費者トラブル防

止のための取組を一層進めるとともに、消費者に身近な市町における見守り体制の充実！こ向けた取

組が必要です。

④不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監視 指導

を行うほか、事業者における自主的な取組を支援していくことが必要です。

瞳謹鱒轟轟難櫨離麟爾関瞳属議欝醸襲惑l路構欝翻種輯購輯欝聴鱒鱒鱒轍輯郵騨輯輯聾輯量
①消費者団体、事業者団体等が参画する「みえ冒くらしのネットワーク」をはじめ、市町等、多様な

主体との連携を強め、子どもから高齢者まで各世代の特性に適した方法で、消愛者トラブルの未然

防止、拡大防止に向けた取組を推進します。また、県消費生活セン9ーにおいて専門的な相談対応

や、 l泉 市町の栢談員等を対象とした研修を行うとともに、県民に身近な市町で消費生活相談に対

応できるよう、相談体制の充実について市町に働きかけや助言を行います。

②民j去の成年年齢引下げを見据え、若年者を対象とした出前講座等を行うとともに、教育機関等と連

携し、若年者向けの消費者教育に取り組みます。また、若年者が消費者トラブルに遭うことなく、

自立した消費者として行動するための知識と意識を高めるための取組を推進します。

③高齢者の消費者トラブルの妨止に向け、県内各地で出前講座を行うとともに、市町で実施される地

域の見守り力向上の取組とも連携し、「消費者啓発地域リーダー」による地域における自主的な取組、

啓発活動を促進するための取組を推進します。

④盟、近隣果、警察、関係機関、関係部局等と連携して「悪質な商取引jや「商品 サービスに係る

不適正な表示Jについて事業者の監視－指導を行います。また、適正な商取引や商品等の表示に向

けた事業者の自主的な取組を支援します。
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施策 144 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進

［主担当部局：医療保健部］

E錦織委主言語審議議絹綿繰緑樹齢露 \1i'l~I j芸妓辺三三｜
医薬品や医療機器などの品質管理体制の整備により医薬品等の安全が確保されるとともに、生活衛

生営業施設等の衛生が確保され、安全なサービスや製品が提供されています。

また、さまざまな主体と連携し地域全体で取り組むことで、動物の殺処分がなくなるとともに、薬

物が容易に入手できない環境が整備されています。

目標項目 ｜保健所に収容した犬・猫のうち、やむを得ず殺処分を行った犬目猫の数（治癒の見込みがな
の説明 ｜い病気などの理由により殺処分した数を除く。）

2年度目標億
の考え方

製造施設のうち

不良医薬品等を

出さなかった施

設の割合

薬物乱用妨止に

関する知識と理

解を深めた県内

学校の児章生徒

等の人数

健康被害が発生
しなかった生活
衛生営業施設の
割合
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①医薬品等製造業者等への監視指導や、県民の皆さんへの医薬品等の適正使用のための情報提供など

を行うとともに、患者本伎の医薬分業の実現等をめざし「かかりつけ薬剤師・薬局Jを推進してい

ます。引き続き、医薬品等の品質、有効性および安全性の確保を図るとともに、将来にわたり安全

な血液製剤を確保するため、若年層に対する献血瞥発などに取り組む必要があります。

②動物愛護管理の拠点として三震県動物愛護推進セン9ー「あすまいる」を平成29(2017)年5月に

開所し、動物愛護教室などの普及啓発活動、飼い主への終生飼養の指導や飼い主のいない猫の不妊・

去勢手術などの引取り数を減らす取組、譲渡事業等に取り組んだところ、犬官猫の殺処分数が大幅

に減少しました。引き続き、人と動物が安全－快適に共生できる社会をめざし、取組を推進する必

要があります。

③民間団体、学校、市町等の関係機関と連携し、薬物乱用防止に関する啓発、取締りなどに取り組ん

でいます。近年、若年腐を中心に大麻事犯検挙者数が増加していることから、これまで以上に薬物

乱用防止対策を進める必要があります。

④生活衛生営業施設等！こ対する監視指導や衛生管理に関する講習会等を行っています。引き続き、施

設における衛生確保を図るため、監視指導などに取り組む必要があります。

1議題塁線議議鰭鱗1雑踏種選鱗蚕義援 ~~~M1£ifil~ 呈m~~~l~~！！ 'itilH!Jll 
①医薬品等の安全確保のため、医薬品製造業者等の監視指導や製品検査を実施し、製造業者等の品質

管浬に関する技能の向上を図るとともに、医薬品等を使用する側の県民の皆さんに対して医薬品の

副作用等に関する正しい知識の啓発に取り組みます。引き続き、後発医薬品の製造施設の監視や製

品検査に取り絡むとともに、関係団体と連携し、後発医薬品の適正使用の推進に取り組みます。

②在宅医療への参画や多職種との連携等に取り組む薬局 薬剤御を支援するとともに、女性薬剤師の

復職支援等、薬剤師の確保支援を進めます。また、薬剤師会と連携し、研修会の開催等により、災

害薬事コーディネーターの養成に努めます。

③将来的に安定して血液を供給するためには、幸吉年層の協力が必要不可欠であることから、高等学校

における献血セミナーの開催や高校生、大学生等の献血ボランテイアとの連携を推進するとともに、

献血セミナーの受講者等が実際に献血者に結び付く取組の充実を図ります。

④「あすまいる」を動物愛護管理の拠点として、殺処分ゼロに向け、犬・猫の譲渡や、続い主のいな

い猫の減少に向けた不妊・去勢手術、動物愛護教室の普及啓発活動等を推進します。また、県獣医

師会等関係間体と連携し、災害時などの危機管理対応に取り組むとともに、ボランティア等のさま

ざまな主体との協創の取組を推進するなど、 3つの取組をさらに充実します。

⑤薬物乱用防止対策の推進は、関係機関が連携して取組を進めていくことが重要であることから、引

き続き、「三重県薬物乱用対策推進本部J等を活用し、計画的な啓発、取締りや再乱用防止等を実施

することにより、大麻等の薬物乱用紡止に取り組みます。

⑥生活衛生営業施設等における衛生確保を図るため、施設の監視指導等を行うとともに、県生活衛生

営業指導セン亨ーと連携して自主的な衛生管理の推進を図ります。
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（蹴14 5 c~（の安全安叫保
｛主担当部局：医療保健部】

｜議長選重量議端機撃：減綿織選議議論議議選j ： 総蕊；：：：｜
農水産物の生産や食品の製造・加工・流通から消費に至る全ての過程において監視指導等を行うと

ともに、家畜伝染病等の食に関わる課題に対して、県民の皆さんへの影響を最小限に抑えられている

体制が整備され、安全で安心な食品が供給されています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

に行っている食

品関連事業者の

割合

特定家畜伝染病

発生防止率

HACC Pに沿った衛生管理が適切に運用されていることを監視等により確認した施設（不
適切であったが指導等により改善したものを含む。）の割合

機護主義聾；； ； ；；； ； 三滋泌総詰翠 ；；鰭（三｜
①食の安全・安心の確保のためには、食品関連事業者や生産者のコンブライアンス意識の向上を図る

とともに、自主的な取総を促進することが必要です。また、消費者自らが食品！こ対する知識と理解

を深め、自ら判断選択することが必要なことから、食品関連事業者、生産者および行政の取組を

知る機会を増やし、相互理解を促進することが必要で、す。

②食品の製造・加工・流通から消費に至る過程において、衛生管理や食品表示等の監視指導、食品の

検査等に取り組んでいます。引き続きこれらの取組を実施し、県内に流通する食品の安全性を確保

する必要があります。
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③食品事業者は、食品衛生法の改正に伴う HACC Pに沿った衛生管理や、食品表示法の経過措置期

間終了による新制度に基づく食品表示に対応する必要があることから、 HACC Pに沿った適切な

衛生管理や新制度に基づく適切な食品表示が行われていることを確認する必要があります。

④食の安全・安心に対する消費者の不安を解消するため、農薬、肥料、動物・水産用医薬品や飼料等 ド

の適正使用の管理ならびに安全・安心な農水産物の生産システムの構築を図る必要があります。

⑤家畜伝染病の発生防止に向け、県内畜産農場における防疫体制の強化を図る必要があります。特に、

県内養豚農場での豚コレラ発生をふまえ、各農場における飼養衛生管理基準の遵守・徹底など、ま

ん延防止に向けた取組を進める必要があります。

臨鐘融纏語翻盟諸醐爵萄軍事i醐鱗轍翻意識踊蕗聾唖鶴田語源輔鑓態麗輔購部留酒醐輔

l医療保健部 i
t ①「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品による健康被害の防止や食品表示の適正化のための監

視指導を実施するとともに、食品中の残留農薬や微生物等について検査を実施し、衛生基準等に不

適合があった場合は、事業者に対して改善するよう指導します。また、食肉の安全性を確保するた

め、と畜検査・食鳥検査を全頭（羽）実施します。

②全ての食品事業者がHACC Pに沿った衛生管理等に対応する必要があることから、引き続き、改

正食品衛生法を周知するほか、説明会の開催や県食品衛生協会と連携した相談対応等必要な支援を

行います。

③令和2(2020）年度に開催される「三重とこわか国体競技別リハーサル大会」や、令和3(2021) 

年度に開催される「三重とこわか国体三重とこわか大会」の開催に向け、宿泊施設や弁当調整施

設における監視指導を実施します。

l農林水産部 1
④食品に対する県民の信頼確保を図るため、食品の科学的な検査や食品事業者等を対象とした研修会

等を通じて関係法令等の遵守・徹底や食品関連事業者のコンブライアンス意識の醸成を図るととも

に、出前トーク等により消費者に対する積極的な情報提供に努めます。また、「三重県食の安全安

心確保のための検討会議」における委員の意見をふまえながら、食の安全・安心確保のための施策

を進めます。

⑤安全・安心な農水産物の生産と安定供給jこ向けて、農薬一肥料、動物水産用医薬品、飼料等生産資

材の適正な生産 販売および使用が確保されるよう監視指導を実施します。

⑤家資伝染病の発生妨止に向けて、生産者に対する飼養衛生管理基準の遵守・徹底を指導します。ま

た、万ーの発生時に迅速な対応ができるよう防疫体制の強化に向けて、引き続き、関係機関等に対

する防疫研修等を実施するとともに、精度の高い検査体制の整備に取り組みます。特に、豚コレラ

については、飼養豚に対する予防的ワクチン接穫の取組を進めるとともに、野生いのししによる豚

コレラ感染拡大の防止を図るため、経口ワクチンの散布や野生いのししの生患数の低減に取り組み

ます。
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施策 14 6 感染症の予防と拡大防止対策の推進

【主担当部局目医療保健部】

隙義語雇主主主義重量護婦樹季語蓄量議室j議員麗 irw~！ ！＼~~；~~®m~~f＇：；；；国
県民 人ひとりが感染予防に自主的に取り組むとともに、感染疲が発生した際は、地域社会全体が

的確な情報に基づき、速やかに感染拡大防止策をとることにより、県民が安心して暮らせる環境が護

っています。

尽標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

感染症危機管理

に関する司II練実

施率

定期接種におけ

る麻しん、風し

んワクチンの接

種率

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく、一、二、三類感染
症発生数のうち、集団発生が抑止できた都合

i鶏機議選： *i~~r, ＊~Ii :r1.10~1i1 ）；~ll irf1}il~0 ¥i,1:!11 i＂~J:ii 11 
①感染症予防を普及啓発するための人材の養成や感染症発生動向調査システムの活用による情報発信

等を行うことで、危険性の高い感染症の集回発生の抑止に取り組んでいます。今後も感染疲の流行

状況に応じた情報発信や普及啓発が必要であることから、感染予防に関する研修会の開催やシステ

ム活用による情報発信等、感染予防拡大防止の取組を推進していくことが必要です。
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②エボラ出血熱や新型インフルエンザ等のような、発生すると社会的影響の大きい感染症について、

適切な治療や防疫措置を講じるため、感染症指定医療機関の運営や設備整備への支援、防疫用品等

の備蓄目更新、発生に備えた関係機関と連携した訓練を行っています。今後も、関係機関と連携し

た訓練を行うなど、妨疫体制の充実を図る必要があります。

③H IV Cエイズの原因となるウイルス）や肝炎ウイルスに対しては、無料検査や相談により、早期

発見・早期治療を促進するとともに、風しんについては、妊娠を希望する女性等を対象に無料の抗

体検査等を実施し、感染予防につなげる取組を行っています。引き続き、無料検査や相談について

の広報を行うなど、感染予防・拡大妨止に向けた取組を行っていく必要があります。

｜議事長繰議事議室鞠機模様鱒糊轍議選 l?llwi$~ ~1~iJwC1¥1 ;r,;:', ＇＇＆%~ ;i~I 
①感染症の予防や感染拡大防止については、その知識の普及啓発や流行状況に応じた情報発信が必要

であることから、感染予防に関する研修会の開催や惑染症発生動向調査システム等を活用した情報

発信等に取り組みます。

②発生すると社会的に影響の大きい感染症の発生に備え、感染症指定医療機関等の運営や設備整備へ

の補助、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬等の更新を行います。また、感染症発生時は、

医療機関、消防、警察等の関係機関との連携した対応が重要となることから、関係機関と協力し、

県内の全保健所で訓練を実絡するなど連携体制の充実を図ります。

③HIVや肝炎ウイルスについては、感染の早期発見に向け、保健所が実施している HIV検査や肝

炎ウイルス検査の普及啓発を行い、検査受診者数の増加をめざします。また、正しい知識や検査の

必要性を啓発することにより感染拡大防止を図るとともに、錫性者が安心して治療を受けることが

できるよう、相談体制の充実に取り組みます。加えて、肝炎ウイルス検査陽性者等を対象に、重症

化予防のためのフォローアップ事業や検査費用の助成を実施するとともに、啓発を行うことで制度

利用者の増加を図ります。

④結核については、早期発見と適切な治療につながるよう、引き続き、健康診断や医療費の助成、訪

問指導、服薬支援（DOTS）、接触者健診、結核菌分子疫学的解析等を実施します。なお、増加

する高齢者や外国人の結核患者については、研修会等を開催するとともに関係者と連携し、治療完

遂に向けた支援の充実を図ります。

⑤三重県予妨接種センターにおいて、予防接種委注意者および渡航者等に対する相談対応や予防接種

を実施していきます。また、風しんや輸入症例による患者が増加している麻しんについては、医療

機関等を対象に研修会の開催やワクチン接種などの予防対策の普及啓発に取り組みます。なお、先

天性風しん症候群の発生予防のため、引き続き、妊娠を希望する女性等を対象にした無料の風しん

抗体検査に取り組むとともに、市町と連携し、昭和 37(1962）年4月28から昭和54(1979）年4

月1日の男性を対象とした風しんの追加的対策が円滑に進むよう取り組みます。

49 

告』



進
ー
一

仕
止
ー
一

B
す
み
2

一一－－

の
－
一

策
－
一

斗
刈
J

ー
一

ホ
ハ
ー
一

世
一
首
－

p

獣ー』

一

寸

／

一

一

A
『

一

－
4

．，，一

一
策
一

一
施

i

一 【主担当部局：農林水産部】

E謀議謀議長言語紙記梯き義援義務縫言語~11111i~z1~11~1~tg 夜夜夜I~＼苅
さまざまな主体がそれぞれの役割分担のもと、獣害対策に取り組み、獣害が減少することにより、

人と野生獣との共生社会が実現L、県民の皆さんが安心して暮らし続けられる三重の実現につながっ

ています。

目標項§
の説明

イノシシ、シ力、サル、カワウ等による農林水産業の被害金額

2年度目標値
の考え方

イノシシによる

被害が減少した

と実感する集落

等の割合

ニホンジカの推

定生息頭数

食肉処理施設

（みえジビエ登

録施設）で解体

処理された野生

獣の頭数（ニホ

ンジ力、イノシ

シ）
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①獣害対策を集落ぐるみで行う「体制づくり」、侵入防止柵の整備などを行う「被害対策」、捕獲など

を進める「生息管理」、捕獲した里子生獣を有効に生かす「獣肉等の利活用」に取り組んできた結果、

農林水産業の被害金額は着実に減少しています。しかしながら、依然として被害軽減が実感されて

いない集落があることや、自動車等との衝突事故など生活の安全・安心が脅かされており、さらな

る獣害対策の推進が求められています。

②侵入防止柵の整備後の管理など継続的な獣害対策活動を支援していくとともに、地域の状況に応じ

たきめ細かな対策を進め、被害妨止効果の高い取組！こしていく必要があります。

③A l等の ICTを活用した効果的 効率的な捕獲の推進や、新たに被害が発生した地域における初

期対応の徹底など、状況に応じた捕獲の強化を図っていくことが必要です。

④イノシシについては、豚コレラの感染源となっていることから、捕獲の強化や経口ワクチン散布な

ど、発生源の抑制対策が求められています。

⑤管理目標を定め、計画的な生息管理を行うことにより、野生鳥獣による被害を軽減し、人との共生

を進めていくことが必要です。

⑥捕獲した野生獣のジビヱ利用が1割程度に留まっている中、捕獲野生獣のより 層のジビ工利用と

農山村地域の所得向上につながる地域資源としての活用が求められています。

監盤襲麓騨臓障震醐輔通量鵬緩鰯繍韓議語講輯覇輯輯離職離陣頭醐盟酪醐癒騒

①集落ぐるみで獣害対策を進める集落を拡大するため、引き続き、集落リーダーとの話し合いや集溶

座談会および研修会等を開催するとともに、獣害対策に取り総む集落の優れた活動の表彰や、 f獣

警につよい三葉づくりフオ ラム」の開催により、機運の醸成を図ります。また、獣害対策の必要

な 25市町が策定した被害防止計翻の達成に向け、侵入妨止柵整備や被害妨止の捕獲の取組を支援

します。さらに、生活被害対策として、関係機関による被害情報連絡会議や鉄道沿線での捕獲を実

施し、安全・安心の確保を図ります。

②整備した侵入防止欄の補強・補修を推進するとともに、簡易で省力的な柵の維持管理方法の実証

を行います。

③近年、増えているわな免許取得者を対象に捕獲力を強化するための研修を実施し、効率的で効果的

な捕獲を進めます。また、わなの見隠り労力を節減する ICT捕獲システムの現地実証を行い、普

及’主主発を図ります。

④豚コレラの感染拡大防止に向けたイノシシの対策は、捕獲重点ヱリアを設定し、経口ワクチン対策

協議会と協力しながら、近隣地域も含めたさらなる捕獲強化を図ります。

⑤野生鳥獣の生息数管環を適切に行うため、生息状況のモ二世リンク、を着実に行い、ニホンジカの個

体数調整により被害の減少に取り組みます。カワウについては、内水面振興と合わせて駆除対策に

取り組みます。

⑥「みえジビヱフードシステム衛生・品質管理マニュアル」の普及や「みえジビヱフ ドシステム登

録制度Jの適正な運用により、みえジビエのさらなる安全性や品質の確保に努め、安定供給に取り

組みます。半、豚コレラ発生に係るジビエの風評被害対策を進めるとともに、みえジビエの消費

拡大に向け、「みえジビヱ推進協議会」と連携して、商品開発や販路拡大に取り組みます。
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施策l5 J 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり

［主担当部局：環境生活部】

E議議議選議長言語きま護婦言謀議選重量議選議選際辺自民r:11i1s,v；~＇w3mc＇＼由民箆1';!!1ai!,"1I
県民 人ひとりや事業者などのさまざまな主体が、 SD Gs （持続可能な開発目標）の考え方をふ

まえ、環境保会や地球混暖化の緩和、気候変動影響への適応に取り組み、環境への負荷が少ない持続

可能な社会づくりが進んでいます。

目標項毘
の説明

2年度目標値
の考え方

環境教育・環境

学習講座等を通

む意向を示した

参加者の割合

大規模事業所に

おける地球温暖

化対策計画書制

度に基づく目標

達成率

家庭での電力消費による二酸化炭素排出量の2年間移動平均値
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①平成27(2015）年9月、 SDG sが国連総会において採択され、地球環境の持続可能性に対する国

際的な危機感が高まっています。環境への負荷が少ない持続可能な社会の実現に向け、さまざまな

主体が協創して環境に係る課題の解決に取り組むとともに、環境学習・環境教育の充実が求められ ド

ています。

②大規模な開発事業等の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の環境保全措置を講じるなど、

適切な環境配慮が求められています。

③平成 27(2015）年 12月、温室効果ガス削減のための新たな国際枠組みとして「パリ協定」が採択

され、翌年発効しました。圏内においては、令和 12(2030）年度に混室効果ガス排出量を平成 25

(2013）年度比で 26%削減することとしています。

④三重県域からの温室効果ガス排出量（森林吸収量を含む）は、平成28(2016）年度には平成25(2013) 

年度比 2.7%減となっています。排出割合が最も多い産業部門では削減が進んでいますが、民生業

務その他部門（オフィス、店舗等）と民生家庭部門については削減が進んでいないことから、一層

の取組が必要です。

⑤j鼠室効果ガスの排出削減等を行う地球混暖化の「緩和Jだけでなく、既に現れている気候変動の影

響や中長期的に避けられない影響を図避・軽減する「適応Jの取組を進めることが必要です。

｜細雪謀議議機輔話題季語線繰鞠毒養護議wj.,¥M!, 0~r0; iim＊~1ru 
①E s Dの考え方をベースに、三重県環境学習情報センタ一等を活用して環境学習・環境教育を推進

し、持続可能な社会の実現に向け自ら行動する人づくりを進めます。

②環境に与える負荷を低減し、持続可能な社会を構築していくため、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある事業が、潔境の保全に十分に配慮して行われるように環境影響評価等の取組を進めます。

③三重県地球温暖化対策推進条例や三重県地球温暖化対策実行計画に基づき、温室効果ガスの排出削

減の取組を推進するとともに、現行の三重県地球温暖化対策実行計画の改定にあわせ、気候変動適

応策を慮り込んだ総合的な計画を策定します。

④温室効果ガスの排出削減を進めるため、大規模事業所に対し地球混暖化対策計画書に基づく自主的

な削減取組を促進するとともに、税炭素化を見据えた環境経営の促進を図ります。

⑤家庭での温室効果ガス排出削減の取組を促進するため、三重県地球温暖化防止活動推進センヲーと

連携し、地球温媛化防止活動推進員等が行う普及啓発活動を通じて、省エネ家電やエコカーへの質

換えなど、低炭素なライフスタイルへの転換を促進します。

⑤三重県気候変動適応センヲーを拠点とし、地球温暖化による本県の気候変化やその影響について情

報収集および分析を行うとともに、県民の気候変動に対する理解を深めるため、情報提供等を行い

ます。
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【主担当部局：環境生活部廃棄物対策局］

医薬選議重総選議選委委路樹謀議謀議長室議員暴j t;'i！~＆ :1~！！；！ ：司
ごみの発生・排出抑制が進むとともに、廃棄物が資源として最適な規模で一層循環していくことに

より、最終処分される廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の排出事業者の処理責任の徹底や

駐祝指導により、不法投棄等不適正処理の未然妨止や早期対応が進むとともに、不適正処理4事案が

着実に是正されています。

目標項呂

の説明
最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総量（速報値）

2年度目標値
の考え方

のごみ排出差是

（一般廃棄物の

排出量）

建設系廃棄物の

不法投棄件数

不適正処理4事

案に係る環境修

復の進捗率

「資源のスマー

トな利用Jを宣

言した事業所数
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①県民の皆さん、事業者、行政などさまざまな主体が連携した3R （発生抑制、再使用、再生利用）

の取組により、一般廃棄物の排出量、最終処分量は着実に削減されてきましたが、近年は横ばい傾

向にあることから、循環裂社会の実現に向けた取組を一層推進する必要があります。

②産業廃棄物については、事業者による 3Rの取組が進められていますが、排出量や最終処分量は事

業活動の影響を受けることもあり、明確な削減傾向は見られない状況です。今後、資源生産性の高

い循環型社会の実現に向けて、事業者による 3Rの取組を一層促進する必要があります。

③産業廃棄物の不法投棄等不適正処理については、依然として後を絶たず、特に建設系廃棄物に係る

不適正処理の割合が高い状況です。引き続き、排出事業者責任の徹底、処理状況の透明化や厳正な

監視・指導など、県民の皆さんが安全・安心を実感できる取組の推進が必要です。また、南海トラ

フ地震等の大規模災害時においても速やかに対応できるよう、災害廃棄物処理体制の強化が必要で

す。

④過去に産業廃棄物が不適正処理され、行政代執行により生活環境保全上の支障等の除去を行ってい

る4事業（四日市市大矢知・平津、桑名市j原十郎新田、桑名市五反問、四日市市内山）については、

着実に環境修復を行うことが必要です。

⑤現在、大きな社会問題となっている海洋プラスチックを含むプラスチックごみ対策や食品口スの両日

減対策については、さまざまな主体と連携し、廃棄物の発生抑制や資源の有効活用などを重点的に

取り組むl必要があります。

rel 
l環境生活部 l
G:現行の三重県廃棄物処理計画（計翻期間・平成 28(2016）年度～令和2(2020）年度）の計画期

聞が満了するため、持続可能な循環型社会の実現に向けて新たな廃棄物処理計画を策定します。ま

た、一般廃棄物の3Rや適正処理を進めるため、市町や事業者等と連携した食品口スの削減やポス

トRD Fに向けて必要となる施設整備に対する支援等を行います。

②産業廃棄物の 3Rを進めるため、地域において廃棄物を資源として最大限活用する地域循環圏の

形成に向けて、排出事業者と活用する事業者のマッチングを行うなど、廃プラスチックのマテ ＇）

アルリサイクルの促進などに取り組みます。

③産業廃棄物の適正処理に向け、電子マニフ工ストの普及促進等による排出事業者の処理責任の徹

底を図るとともに、不法投棄案件の中で件数・量ともに大半を占めている建設系廃棄物について、

法令に基づく排出事業者等の意識向上に資する取紐や厳正な監視指導を進めます。さらに、

PC B廃棄物について処理期狼までに適正に処理されるよう指導を行うとともに、大規模災害に

備え災害廃棄物が適正かつ円滑に処理されるよう、引き続き人材育成や関係機関との連携強化に

取り組みます。

④産業廃棄物の不適正処理により生活環境保全上の支障等がある4事案について、令和4 (2022) 

年度末までに対策工事を完了させるよう、着実に工事を実施し、対策ヱ事の効果確認を行います。

⑤海洋プラスチック問題を含めたプラスチックごみ対策については、河川でのプラスチックごみの

流出実態調査結果をふまえた取組やコンビニエンスストア等事業者と連携したワンウェイプラス

チックの使用を削減する取組をモデル地域で実施するとともに、食品ロスの削減対策については、

食品提供企業とフ ドバンク団体等をつなぎ、ネットワーク化を促進する取組等を行います。ま

た、ワンウェイプラスチックや食品口スの削減などの取組を県内全域！こ広げていくため、これら

を推進する事業所の拡大に取り組みます。
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施策 15 3 豊かな自然環境の保全と活用

｛主担当部局：農林水産部｝

煤語審議扇蚕義主言語藷謀議議語麗：；夜夜毘： 際政後民民：｜
県民の皆さんやNp O、事業者などさまざまな主体が、生物多様性をはじめとする自然環境を自主

的に保全・再生する社会が形成され、三重県の撃かな自然が継承されています。また、県民の皆さん

が、自然とのふれあいや自然資源の持続可能な活用を通じて、自然からの恩恵を享受しています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

穫の保全活動や

貴重な生態系の

維持回復活動の

実施率

自然体験施設等

の利用者数

絶滅のおそれのある野生動植物種の保全活動および呈地・里山 皇海等の保全活動を継続し
ている実施回体数の合計
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①N p O等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動は広がりを見せており、こうした保

全活動が持続的に展開されることが重要です。また、県内の希少野生動植物穫の生息 生育状況を

継続的に調査し、県民の皆さんと情報を共有するとともに、保全活動者に対して事業者等がサポー

卜する「みえ生物多様性パートナーシップ協定」を進めることで、これまで以上に、持続可能な生

物多様性の保全活動を促進する必要があります。

②県内の野生動植物が置かれている環境は依然厳しい状況から、希少野生動植物種の生息・生育環境

の保全！こ向け、大規模な太楊光発電施設の設置などの開発等に伴う自然環境への影響を軽減してい

く必要があります。

③県内各地で、さまざまな活動団体によるエコツーリズムの取組が行われています。引き続き、ヱコ

ツーリズムの質の向上やガイド等の育成を進めることで、取組を一層広め、定着させる必要があり

ます。

④県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園の施設整備や森林公園の適正な維

持管理が行われています。引き続き、自然公園施設の装備を進めるとともに、ニーズ！こあった公園

管理やイベントの実施など、利用者の満足度の向上に取り組む必要があります。

E輔自擁護鞠事轍僻説経言語鋭的精毒殺践滋i器約際限縫沼山政務j

①生物多様性の保全を推進するため、「第3期生物多様性推進プラン」に基づき、自然環境保全上重

要な地域の明確化や外来生物対策の強化および人材育成に取り組みます。自然環境の保全や希少野

生動植物の保護を図るため、身近な自然環境や生物多様性の重要性を瞥発するほか、さまざまな主

体による自主的な保全活動が継続できるよう、専門的な知識や必要な情報等の提供を行います。ま

た、「みえ生物多様性パ トナーシップ協定」の新たな締結に向け取り組むほか、学校への出前授

業や各種イベントを通じて生物多様性の重要性に対する理解促進を図ります。

②本県の優れた自然環境を将来にわたって保全するため、生態系の回復の必要な地域等について、県

民の皆さんとともに、調査や維持回復活動を実施します。また、三重県自然環境保全条例等の関係

法令に基づき、事業者等への適切な指導、助言に努めるなど、自然公園や三重県自然環境保全地域

等の適正管理に取り組みます。なお、大規模な太陽光発電施設の設置については、事業計画の初期

の段階から関係部局との連携、情報共有のもとで関係法令等に基づいた適切な指導、助言を行いま

す。

③伊勢志摩国立公掴への窟内外からの誘客を促進するため、地元事業者におけるインバウンドの受け

入れ態勢の充実や、「伊勢志摩国立公園ヱコツーリズム推進協議会」を核とした農林漁業者や観光

事業者等と連携したヱコツアーのブラッシュアップなど、地域の特徴を生かしたツアーの高付加価

値化に取り組みます。また、伊勢志摩地域が誇る自然や景観などの保全に向け、地域住民を主体と

したナショナルトラスト活動等を推進するとともに、ビ、ユ一ポイン卜の整備を進めます。

④県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公園施設の適切な維持管理や施設整備

を進めます。また、市町や指定管理者、活動団体などと遠携し、三重県民の森や三重県上野森林公

毘など県民が自然とふれあう拠点において、魅力ある自然体験プログラム等を実施します。
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［主担当部局：環境生活部｝

機鞄霊童言語昼重要総量単線量盤強睡－~：~盤堕： （： 際問i
大気や水環境などの身近な暮らしの環境問題に対する県民の皆さんの意識が高まり、お互い協力し

ながら自ら環境の保全に取り総む乙とで、良好な生活環境が保たれています。このことから、安全・

安心で、快適で豊かな生活を営める社会となっています。

自標項目
の説明

大気環境測定地点および河J11・海域水域における環境基準の達成割合

2年度目標値

の考え方

大気且水質の排

出基準適合率

生活排水処理施

設の整備率

海岸漂着物対策

等の水環境の保

全活動に参加し

た県民の数

無許可による土

砂等の搬入件数
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①大気環境はおおむね良好な状態を維持していますが、健康に影響を与える光化学スモッグについては、

依然として、その濃度上昇！こ備えるための予報等を発令している状況です。

②河川の水質は、環境基準CBOD）の達成率が90%以上で推移しており改善傾向にあります。 方、 ~ 

海域の水質については環境基準（C0 D）の達成率が50%前後で推移しており、伊勢湾においては

貧酸素7)<塊等が毎年発生している状況です。水質汚濁の主な要因である工場・事業場排水や生活排

水について、汚濁負荷量の管理による水質改善が求められています。

③生活排水処理施設の整備は着実に進浸してきましたが、整備率は全国平均と比較して低く、引き続

き未整備人口の解消が必要です。

④伊勢湾等の海岸域では、河JIIを経由して流入したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化のほか、

漁業や生態系への影響が懸念されています。このような課題の解決に向けて、流域習での発生抑制

対策も含めた環境保全活動の拡大と活性化が必要です。

⑤港湾を経由して、大量に搬入される土砂等の無秩序な堆積による崩落事故の発生や、有害物質の混

入等による生活環境の影響について地域住民に不安が広がっています。その不安を解消するため、

土砂等の埋立地を把握し、無秩序な埋立て等を抑止する「三重県土砂等の埋立て等の規制iに関する

条例（仮称）Jにより必要な規制を行っていくことが必要です。

憐糠議議選議暢繍鋤総議案綿織委譲 芸！ Mlsi ¥!0'110 ＊：~~ ~~Nnl 
①工場・事業場からの大気環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図りま

す。また、法l二基づ、き大気の常時監視を行い環境基準等の適合状況を確認します。光化学スモッグ

やPM2. 5の濃度がよ昇した際は予報等を発令し、県民の皆さんに情報提供を行います。自動車環

境対策では、 N0 x. p M法対策地域内における二酸化皇室素や浮遊粒子状物質の削減状況を調査し、

三重県総量削減計画の進行管理と地域全体での環境基準の達成状況を把握します。光化学オキシダ

ン卜の原因物質に関する調査研究を行い、研究成果を公表します。

②工場事業場からの水環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図ります。

また、法に基づ、き公共用水域（河川、海域）および地下水の常時監視を行い環境基準等の適合状況

を確認するとともに、平成29(2017）年度に策定した第8次総量削減計箇に基づき伊勢湾の汚濁負

荷削減に取り組みます。貧酸素水機発生メカニズムの解明に関する研究事業を行い、研究成果を公

表します。

③生活排水対策については、平成28(2016）年度に策定した「生活排水処環アクシヨンプログラム」

に基づき、市町と連携して下水道、浄化槽および集落排水施設等の効率的・効果的な整備を進め、

未整備人口の解消を図ります。

④伊勢湾の再生に向け、「三重県海岸漂着物対策推進計画Jに基づき、海岸管理者、県民の皆さん、

民間団体、企業等による協力体制lを拡充していきます。「伊勢湾森・川・海のクリ ンアップ大

作戦」の取組を三県一市の連携により展開し、参加者の拡大を~ります。引き続き、匿の予算を活

用して回収・処理および発生抑制対策事業を実施するとともに、複数自治体連携による効果的な対

策を進めます。

⑤県内において、土砂等の埋立て等が適正に行われるよう、「三重県土砂等の埋立て等の規制l二関す

る条例（仮称）Jの周知・啓発や同条例に基づく土砂等の壊立て等を行う者などへの監視・指導活

動を実施します。
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